
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年１０月 

庄内町教育委員会 

      

庄内町教育振興基本計画 

（後期計画） 





≪はじめに≫  
 
 平成 28 年の春にスタートした「庄内町教育振興基本計画」も前期の最終年

である 5 年目を迎えましたが、その間、本町教育関係機関においては、常に

基本目標である「よりよい生き方や志を求め、自立し、地域社会を支える人

づくり」を念頭に置きながら教育活動を進めて参りました。また、本計画の

具現化のための道標として、年度ごとに「重点と視座」を定めて具体的な活

動の拠り所として示してきたところです。学校関係者や社会教育に関わって

いただいた多くの方々のご尽力により、少しずつではありますが順調に歩み

を進めていると考えております。 

 しかしながら一方で、社会の変容は私たちの予想を超えて大きく早く激し

いものがあります。教育環境においても学習用一人一台端末の整備が大きく

前倒しされて始まります。学習指導要領の改訂では「社会に開かれた教育課

程」「主体的・対話的で深い学び」「カリキュラム・マネジメント」と従前の

概念から大きく転換された指導方針が示されました。また、教職員の長時間

労働が社会問題化して「働き方改革」が喫緊の課題として取り組まれている

ことや、特別な支援を要する児童生徒の増加にも適切な対応が求められてい

ます。そして、なによりも新型コロナウイルス感染症の拡大により、長期間

にわたる休校が全国的に実施され、今まで経験したことのない事態に遭遇し

て混乱しています。「新しい生活様式」を模索しながらも、先行きの見通せ

ない時代を生きていかなければなりません。 

 更には、少子高齢化や人口減少が進む中で、参画と協働の地域づくり活動

を推進するとともに持続可能な地域社会を創造していく状況にあることから、

これまで社会教育の拠点をなしてきた公民館をコミュニティセンター化する

ことが検討されておりますが、それぞれの学区地区で積み上げてきた生涯学

習機能は継続していかなければなりません。 

 本計画の前期の振り返りをしながらも、こうした社会の激変に対応できる

ように計画の見直しをして後半の 5 年間に備えるべく「後期計画」としてま

とめたところであります。基本的な考え方としては、「1 基本目標」「2 基

本目標の具現化」「3 目指す人間像」につきましては、本町教育の普遍的な

理念でありますので変更せずに「4 重点的方向性」「基本方針・主要施策」

について今後 5 年間の予想される社会の変化に対応できる具体的な方針や施

策を示したものであります。「教育振興基本計画見直し検討会議」で検討い

ただいた委員の皆様には心から感謝申し上げます。また、パブリックコメン

トを実施して広く町民のご意見もうかがったところであります。 

 本町の掲げる「日本一住みやすく住み続けたい町」の創造のために最も基

本となるのが「人づくり＝教育」であると自負するところであります。今後

とも地域・学校・家庭が一体となって本計画の施策を推進していきたいと考

えております。町民の皆様には、一層のご理解とご協力をお願いいたします。 

 

令和２年 10 月 

 

庄内町教育委員会    
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第１章 計画の見直しにあたって                     

 

１ 見直しの趣旨 

（当初計画の趣旨） 

子ども達を取り巻く環境の変化により、多くの問題が指摘される中、本町において今後めざす

べき教育の基本的な方向性や重点的に取り組むべき教育施策を明らかにしながら、学校や地域

など町全体で本町の教育振興の発展に取り組む必要性とともに、教育基本法の改正により、地

方自治体においても、地域の実情に応じた教育振興基本計画の策定に努めることとされたことを

併せ、本町の教育施策の一層の推進を図るため、平成２７年１０月に「庄内町教育振興基本計画」

を策定しました。 

（見直しの趣旨） 

本計画の計画期間については、１０年の計画としておりますが、中間年度には見直しを行うこと

としております。この５年間、人口減少の加速化、少子高齢化の進行、グローバル化の進展、技

術革新の急速な発展により、社会が大きく変化してきています。人口減少、少子高齢化は、幼稚

園、学校の規模の縮小、固定化したクラス編成、学校を取り巻く地域コミュニティの弱体化等が懸

念されています。また、IoT、AI などの第四次産業革命による社会の変化も進んでおります。 

国は、平成３０年に小中学校等の学習指導要領及び幼稚園の教育要領の改訂などを含んだ

「第３期教育振興基本計画」を策定し、これからの社会の変化を見据えた教育の方向性を示しま

した。また、山形県は、令和２年３月に「第６次山形県教育振興計画」の後期計画を策定し、今後

５年間に取り組む施策を示したところであります。 

加えて、令和２年２月末からの「新型コロナウイルス感染症対策」に伴う学校の臨時休業、社会

教育施設等の一部利用制限など新たな生活様式が求められ、教育現場や社会教育のあり方も

大きく変わりつつあります。 

本町においては、計画策定以降の社会、教育情勢の変化や計画の進捗状況等を精査、分析

し、国・県の計画の見直しも参考としながら、本町の教育施策の一層の推進を図るため、今後５

年間についての後期計画を策定するものです。 

 

２ 計画期間 

   この計画は、平成２８年度から令和７年度までの１０年間の計画としてスタートしておりますが、

中間年度である今年度に、これまでの前期５年間の実績を基に見直しを行い、令和３年度から

令和７年度までの５年間を後期計画の計画期間として、計画を継続します。 

 

３ 計画の構成 

この計画は、５年後にめざすべき姿として、前期計画を継承し、基本目標を「よりよい生き方や

志を求め、自立し、地域社会を支える人づくり」とし、「めざす人間像」をより明確化するとともに、

特に重点とする方向性の６項目については、前期計画をほぼ踏襲しながら、若干の変更・見直し

を加えた上で、施策の基本方針を学校教育と社会教育に整理して、それぞれが具体的に取り組
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む７５施策を示します。 

 

４ 計画の進行管理 

毎年度、基本方針ごとの目標指標を基にしながら、主要施策の進捗状況や目標の達成状況

を分析し、課題を整理しながら評価を行います。 

評価に際しては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく「教育に関する事務

の管理及び執行の状況の点検及び評価」によって行い、評価の結果を公表します。 

また、社会経済情勢が大きく変化するなどの場合においては、計画内容の見直しを含め、柔

軟に対応します。 

 

５ 他の計画との関係 

   前期計画は、国の「第２期教育振興基本計画」及び「第６次山形県教育振興計画」を参酌して

策定したものです。また、「第２次庄内町総合計画」や教育に関する個別計画との整合性を図り

ながら策定したものです。後期計画についても同様に、国の「第３期教育振興基本計画」及び

「第６次山形県教育振興計画（後期計画）」の改訂点や現状を踏まえて見直すとともに、策定作

業を進めている「第２次庄内町総合計画（後期計画）」や教育に関係する個別計画と整合性を図

り、見直しを行いました。 

 
庄内町教育振興基本計画の位置付け 

 

教育振興基本計画(国） 

第 3期 2018～2022 年度 

第 4期 2023～2027 年度 

第２次庄内町総合計画 

平成 28 年度～令和 7 年度 

山形県教育振興計画 

（第６次） 

前期計画 平成 27～31 年度 

後期計画 令和 2～6年度     

 

庄内町教育振興基本計画 

平成 28 年度～令和 7年度 

 

庄内町子ども読書活動推進計画 

(第二次 平成 26～30 年度 第三次 令和元～5年度)   

第 2 期庄内町子ども・子育て支援事業計画(令和 2～6年度) 

などの個別計画 

教育委員会の

重点と視座 

庄内町の子ども像 
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第２章 教育をめぐる動き・庄内町の教育の現状と課題                         

 

１ 国や県の教育をめぐる動き 

（１）国の第３期教育振興基本計画に示された５つの基本的方針 

平成３０年に策定された国の「第３期教育振興基本計画」では、「第２期教育振興基本計画」

において掲げた「自立」、「協働」、「創造」の３つの方向性を実現するための生涯学習社会の構築

をめざすという理念を引き継ぎ、２０３０年以降の社会の変化を見据えた教育政策として、以

下の５つの基本的方針が示されました。 

① 夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力を育成する 

② 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する 

③ 生涯学び、活躍できる環境を整える 

④ 誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットを構築する 

⑤ 教育政策推進のための基盤を整備する 

 

（２）山形県第６次教育振興計画がめざす教育の姿 

    平成２７年５月に策定された「第６次教育振興計画」は、概ね１０年の計画としており、「人

間力」という総合的な力の育成や「山形の未来をひらく」という地方創生の重要性は変わらな

いと考え、また、人間形成の基盤や基本的な生き方を大切にしてきた「山形らしい教育」を希

求してきた４教振、５教振の精神を継承する理念のもと、「第６次教育振興計画(後期計画)」が、

以下のように、令和２年３月に策定されました。 

  ◎基本目標 

  

◎めざす人間像  

「いのち」をつなぐ人・・・ 自分の存在や生き方を大切にしながら、多様性や個性を受け止め、 

            他者の生命や生き方を尊重する人。先人から自分へと受け継がれて 

きた生命を次の世代につないでいく人。 

学びを生かす人・・・    学び重ねることを通して、知徳体を磨き、自ら考え、主体的に判断し、 

変化や困難に直面しても柔軟かつ的確に対応できる人。多様な他者と 

協働しながら新たな価値を生み出し、学びを人生や社会に生かす人。 

    地域をつくる人・・・    郷土を愛し、地域とつながり続ける人。地域コミュニティの一員として、あ 

るいは、地域と継続的かつ多様な形で関わり、地域のよさや課題を主体 

的に捉え、地域の人と協働することを通して、地域の未来をつくる人。 

◎全体を貫く基本姿勢  

広い視野と高い志を持って・・・夢や希望を持って、その達成に向け行動し続ける姿勢。 

地域の窓から世界を見るなど広い視野で物事を考え、より高い 

価値の創造に果敢に挑戦し続ける人。 

     人間力に満ちあふれ、山形の未来をひらく人づくり 
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２ 庄内町の教育の現状と課題  

（１） 計画当初の現状と課題 

本町では平成２１年に「庄内町の子ども像」を制定、平成２３年度からは「庄内町教育委員会

の重点と視座」を定め、町のめざす教育の方向性の周知を図ってきました。その結果、町のめざ

す方向性が周知され、行政と現場が一体となって教育の振興に努める気運が高まってきました。

その中の全体の傾向として以下のような成果と課題があります。 

 

・本町の自然・歴史・文化、先人の功績を学び、ふるさとのすばらしさを感じ、誇りに思う心を

育てる教育を推進してきました。子ども達のふるさとに対する愛着が増し、町が好きだと感じ

る子ども達が増えてきました。今後もふるさと学習の推進を図ることが大切です。 

 

・東日本大震災後、ボランティア意識の高まりがみられ、学校や公民館等でのボランティア活動

や南三陸町をはじめとする被災地への復興支援活動がさかんになりました。また、自然災害を

まのあたりにし、改めて自然に対する畏敬の念や、今ある平和や安全への感謝の気持ちが高ま

ってきました。このような活動を今後も推進し、共に生きる他者を思いやり、人や社会に役立と

うとする心を育む教育の推進が必要です。 

 

・地域力を生かした子ども達のスポーツ、文化芸術においての活躍が見られます。しかし、自尊

感情の低さや、将来の夢や希望への意識が低い等の課題も見られます。子ども達が主体的に学

び、自己実現し、自立してたくましく生きる力が培われるように、地域をはじめ幼稚園・学校教

育の一層の充実が大切です。また、生涯にわたって学び続け、心豊かに生きがいをもって生きて

いけるよう、社会教育の充実が大切です。 

 

・家庭をとりまく環境の変化とともに、複雑な家庭環境や経済的問題をかかえた世帯の増加等

による家庭教育力の低下が危惧されています。就学援助制度や教育相談体制の充実等、総合的

に子どもを支援する学びのセーフティネットを構築することが必要です。家庭教育は教育の土

台であるという認識を広め、子ども達の発達段階に応じた育成を推進することは重要な課題で

す。 

 

・学校施設の耐震化率１００％は大きな成果です。今後は、共同調理場の建設と共に、計画的に

社会教育、社会体育施設の長寿命化をすすめる体制の構築が必要になります。また、学校の適正

規模のありかたについては引き続き検討が必要です。近隣市町村の状況や先進地を参考にし、

総合的に判断し、協議を進めていくことが重要です。 

 

・少子高齢化や人口減少による地域の衰退や、学校に勢いがなくなることが懸念される中、今後

はこれまで以上に、町ぐるみで教育の振興に努め、自分達の町を自分達でよりよくしようとす

る気運を醸成していくことが必要です。 
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（２） 前期５年間の取組みと成果・課題 

本計画の前期５年間の取組みの成果を評価分析し、以下の課題解決にむけ、今後５年間の計

画の見直しを図ります。 

 

・本町の自然・歴史・文化、先人の功績を学び、ふるさとのすばらしさを感じ、誇りに思う心を

育てる教育を推進してきました。社会科副読本を活用したふるさと教育が定着化してきており、

ふるさとに対する愛着が増し、町が好きだと感じる子ども達が増えてきました。庄内町を教材

化するとともに、社会科副読本を中学校でも副教材として活用するなど、更なるふるさと学習

の推進を図ることが大切です。また、本町出身で幕末の偉人、維新回天偉業の魁と称される清河

八郎の歴史的役割と波乱万丈の生涯、さらには人間像を広く伝える活動を推進していく必要が

あります。 

 

・東日本大震災後、高まりがみられたボランティア意識は、南三陸町との復興支援活動や交流事

業でさかんになりましたが、時間の経過とともに活動が縮小化傾向にあります。また、ほかの事

業でのボランティア活動は停滞気味で、特に中学生のボランティア登録者の割合は年々減少し

ています。自然に対する畏敬の念や、平和や安全への感謝の気持ちを醸成することや諸々の活

動のなかで、共に生きる他者を思いやり、人や社会に役立とうとする心を育む教育の推進が必

要です。 

 

・地域力を生かした子ども達のスポーツ・文化等の活動は、広い分野で取り組まれており、競技

力の向上や子ども達の活躍がみられます。しかし、自尊感情の低さや将来の夢や希望への意識

の低さが、特に中学３年生に顕著にみられます。子ども達が主体的に学び、自己実現し、自立し

てたくましく生きる力が培われるように、幼稚園を含めた学校教育のより一層の充実が大切で

す。併せて、生涯にわたって学び続け、心豊かに生きがいをもって生きていけるよう、生涯学

習・スポーツの充実が大切です。 

 

・少子高齢化や人口減少による地域の衰退や、学校に勢いがなくなることが懸念される中、コミ

ュニティ・スクールの導入等により、これまで以上に町ぐるみ、地域ぐるみで教育の振興に努

め、自分達の町を自分達でより良くしようとする気運を醸成していくことが必要です。 

 

・スポーツ少年団及び中学校の運動部等では、過度な活動による子どもの心身の疲弊など様々

な問題に対処するため、「庄内町小中学生のスポーツ活動ガイドライン」について、学校・家庭・

地域の連携を強化して、更なる浸透を図る必要があります。 

 

・家庭を取り巻く環境の変化とともに、複雑な家庭環境や経済的問題をかかえた世帯が増加し、

家庭教育力の低下が危惧されています。就学援助制度やスクールソーシャルワーカーの活用等

の教育相談体制の充実を図るとともに、総合的に子どもを支援する学びのセーフティネットの

更なる構築が必要です。家庭教育は教育の土台であるという認識を広め、子ども達の発達段階
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に応じた育成を推進することは重要な課題です。 

 

・新学校給食共同調理場は、平成２９年６月に完成し、８月より共用開始となりました。「学校

給食衛生管理基準」のもと、町内小中学校並びに幼稚園に、毎日約2,000食を調理し、安全で安

心、おいしい給食の供給を推進しています。今後は、多様化する食物アレルギーへの対応、地場

産作物の活用や食育の推進のほか、時代に即した施設運営についても検討する必要があります。 

 

・令和２年度中に策定する学校施設の長寿命化計画に沿った施設整備を進めるとともに、今後

ますます減少する園児、児童生徒数の推移を見極めながら、学校の適正規模・適正配置について

検討する場を設置し、意見を反映させながら、持続可能な学校施設の将来ビジョンを示してい

く必要があります。 

 

・公民館は、地域住民の学習や地域活動の拠点として、世代を超え、人と人をつなぎ、魅力ある

地域づくりを推進してきました。一方、地域では、高齢化、役員の成り手不足などの課題が負担

増となっている中で、持続可能な地域社会を創造し、地域が主体となった事業展開を図るため、

公民館のコミュティセンター化を検討します。 

 

・平成３０年１１月に策定した「庄内町立図書館整備基本計画」の具現化のため、新図書館の整

備を進め、令和４年度のリニューアルオープンをめざします。庄内町武道館については、老朽化

が著しくなっているため、「庄内町複合型屋内運動施設（仮称）整備基本計画」に基づき、今後

の整備について慎重に進めていく必要があります。その他の社会教育、社会体育施設について

は、公共施設個別施設計画により、適切な維持管理を図り、長寿命化を推進するとともに、老朽

化が著しい施設については、廃止・統廃合も含め検討する必要があります。 
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第３章 １０年間を通じて 庄内町の教育のめざす姿                         

１ 基本目標 

 

 

よりよい生き方や志を求め、 

自立し、地域社会を支える人づくり 

 

少子高齢化や人口減少、地域コミュニティ機能の低下、ＩＣＴの進歩とグローバル化の進展、地

球温暖化に起因する環境問題や自然災害等、現代社会は急激に変化しています。また、いじめや体

罰等の「いのち」にかかわる問題が多発し、家庭教育力の低下や児童生徒の学力・体力・規範意識

等、多くの課題が指摘されています。このような課題は、全国的な傾向であり、本町でも同じよう

な課題がみられます。 

 

こうした現状の中で、町民が自立し、幸せな人生を切り拓き、いのちをつないでいってほしいと

いう願いをこめて、基本目標を上のように掲げました。この基本目標には次のような思いが込めら

れています。 

 

第１に、一人一人が自立し、たくましく生きる姿をめざします。自立のためには、成人するまで

に、基礎的・基本的な知識技能、自ら考え、判断し行動する力、思いやりの豊かな心、たくましい

体と心等を育成することが必要です。知徳体のバランスのよい総合的な「人間力」の育成をめざし

ます。 

 

第２に、生涯にわたって夢や志をもち、楽しく主体的に学び続ける姿をめざします。主体的に学

び続け、自己実現する姿は、学校教育法でも重視されている「生きる力」の要素です。 

 

第３に、生まれ育った町を誇りに思い、自然への畏敬の心や、自分を支えてくれる地域の人へ感

謝する心を育みます。自己実現をめざすだけでなく、様々な状況の中で、共に生きる人々に目を向

け、助け合う心や、人や地域に役立とうとする心の育成を重視します。そして、誰かに頼るだけで

なく、自分達の力で地域や社会を良くしていこうとする協働と参画の姿をめざします。 

 

第４に、家庭・学校・地域・行政が連携して諸課題の解決に努めます。そして、その連携の中で

あたたかく育てられた庄内町の町民が、よりよい生き方や志を追求し、生涯にわたって楽しく学び、

生きがいを持って生きる姿をめざします。 
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２ 基本目標の具体化 

    月山、立谷沢川、最上川、 

庄内平野の風土に寄りそい 

  耕した結
ゆい

の心で人を思いやり 

   よりよい生き方や志
こころざし

を求め 

    平和な社会を紡
つむ

ぎあう人づくり 

 

本町は平成１７年に、旧立川町と旧余目町が合併してできた町です。 

町は豊かな自然に恵まれています。霊峰月山、そこから流れ出る平成の名水百選に選ばれた立谷

沢川、日本三大急流として名高い最上川、水田が美しく広がる庄内平野。その自然の美しさは、長

く住んでいる私達も心を奪われるほどです。 

  

しかし、美しいだけではなく、厳しい自然でもあります。庄内平野は江戸時代まで水を確保でき

ず、水田や畑にするのが難しい不毛な土地でした。北館大学が最上義光の命をうけ、約１０年の歳

月をかけて計画を立て、多くの人の協力によって完成させた北楯大堰と、品種改良を重ね、寒さに

強い「亀ノ尾」を広めた阿部亀治等、多くの先人のおかげで今の庄内平野の豊かな米づくりがあり

ます。 

最上川の上流から吹き荒れる清川ダシは悪風と呼ばれ、耕作や生活を苦しめました。その悪風を

風力発電に利用する工夫を何十年もかけて立川地域の人々は、成し遂げました。 

町を豊かにうるおす大堰と、最上川沿いに見える風車は、自然に寄りそい、知恵を重ねてきた人々

の努力の象徴です。 

  

このように先人達は、自然に対する畏れや敬いをもって、この土地の風土に寄りそい、自然の恩

恵に感謝しながら、庄内町を豊かに発展させてきました。そして、厳しい自然の中で、人々はお互

いに思いやり、助けあってきました。これが「結」の心であり、現代の「絆」や「つながり」と表

現されるものだと考えます。これらの風土や歴史は、次世代の子ども達に伝えていきたい大切なこ

とであり、町の自然や歴史、風土を学び、先人達の生き方を知ることは、重要な教育です。 

自らを育んだふるさとを学び、誇りに思うことは、自己を認めることであり、ふるさとを愛する

ことは、自己や周りの人々を愛することと言えます。豊かな自然に触れ、多くの体験や交流を通し

て学習し、自己のよりよい生き方を求め、志を高めてほしいという願いをこの計画にこめます。 

そして、いのちを次世代につなぐために、平和を愛し、地域や社会を自分達の手で良くしていこ

うとする、地域社会をつくる人間の姿をめざすものです。 
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３ めざす人間像  

基本目標を推進するために、めざす人間像として次の３つを掲げます。 

 

己実現をめざす ＜ひらく＞ 

 

 

 

 

 

 

４ 今後５年間の重点 

 今後５年間、特に重点とする方向性を以下の６つとし、方針や施策を進めていきます。 

 

                                  

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生き方 自他のいのち、生き方を大切にし、世代をつなぐ人 

学 び 楽しく主体的に学び続け、志や生きがいをもつ人 

共 生 広い視野をもち、地域とつながり、社会をつくる人 

開かれた学校づくりと地域 
づくり 

地域、学校の課題を共有し、幅広い地

域人材が主体的に参加できる開かれ

た学校づくりと地域づくりを進める 

持続可能な町づくりを支える 
教育 

庄内町の良さに加え、環境、人口、経

済等の現状と課題を理解し、将来に向

けたビジョンを持って地域を支える
人づくりに取り組む 

マネジメントの活性化と連携 

教育委員会、各教育施設、幼稚園・ 

学校、地域それぞれが志を持って 

主体的に経営・運営を活性化する 

いのちと平和に感謝し 
ふるさとの心を耕す教育 

ふるさとを誇りに思う心を育て、 

自他のいのちと、いのちをつなぐ 

大切さを教える 

積極的な社会参画・社会 
貢献の推進 

家庭、地域が連携して挨拶運動や 

ボランティア活動に取り組み、 

積極的な社会参画によって社会を 

良くしようとする心を育てる 

 

広い視野と高い志を育てる 
教育 

社会や世界へと視野を広げて夢や 

希望をもち、挑戦できる場を実現 

する。大人も子どもも自信と生き 
がいを感じられる教育を進める 
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社
　
会
　
教
　
育

≪めざす人間像≫

(6)総合的子ども支援体制の構築②（教育相談・家庭支援）

(1)校長・園長のリーダーシップと職員の同僚性を発揮した経営の充実

6
庄内町の良さを生かした魅力ある学校づくりの
推進

(2)町の施設や行事を活用し、子どもの育ちを高める経営の推進

(3)庄内町を教材化し活用する、カリキュラムマネジメントの推進

(4)地域・家庭と連携したいじめのない学校づくり

8 教職員の資質向上と働き方改革の推進

(2)町民主導の響ホールの運営

(3)響ホール等を活用した幼稚園、小中学校の文化活動の充実

(5)庄内地区における文化交流の推進

(1)文化財の保全・有効活用と歴史的建造物・景観の継承

9 学校教育を支える施設・教育環境の充実

　　　月山、立谷沢川、最上川、

　　　　　庄内平野の風土に寄りそい

　　　耕した結
ゆい

の心で人を思いやり

　　　　　よりよい生き方や志
こころざし

を求め

　　　　　　平和な社会を紡
つむ

ぎあう人づくり

(3)町民の「サードプレイス（第三の居場所）」としての図書館の有効活用

(1)魅力ある地域体験事業の創造と青少年活動の充実

(2)国内交流事業による交流と自然体験の充実

(1)子育て支援ネットワークづくりの推進とメディア利用における連携した取組み

(2)規範意識、思いやり、助けあいの意識の醸成

豊かな文化財の保全と継承の推進7

1
いのちを大切にし、よりよい生き方や志を求め
る教育の推進

2
地域とつながり、共に社会をつくる豊かな心の
育成

3
生きる力の基礎を培う幼児教育の充実と子育
て支援の推進

4
【生きる力・学び】
一人一人の学ぶ意欲と確かな学力の育成

7 学校と家庭、地域が支えあうしくみの構築

庄内町の自然・歴史・文化を生かした体験の充
実と共有化

3

2
町民が共に学び続け、生きがいをもてる環境づ
くりの推進

(3)「しつけの基本は家庭から」という自覚の高揚を図る

(4)家庭・地域における読書習慣（家読）の定着と推進体制の強化

(4)発達段階に応じた家庭教育の実践を促す支援と家読の推進

(1)子どもから大人まで生き生きと文化に親しむ、文化力の向上

(2)教育ＩＣＴ環境の整備

(2)地域の歴史、文化を知る環境の充実、学習への活用

(1)幼稚園・小中学校の施設環境の維持整備

(1)活力ある地域コミュニティ構築の推進

(3)学校・地域が支えあうしくみを再構築し、地域力を高める

(1)生涯学習の充実

(3)将来を見据えた持続可能な教育環境の整備

(4)学校と社会教育が一体となった多様な体験活動の展開

(2)地域づくりの主体者の育成と地域力の向上

(2)コミュニケーションを大切にし、地域と連携・協働する教職員の育成

(3)OJTと同僚性によって担任力を磨きあう教職員集団の育成

(5)一人一人に寄り添った特別支援教育の推進

(6)総合的子ども支援体制の構築①（学習支援・特別支援）

(1)「居場所づくり」と「絆づくり」による自尊感情・課題解決力の育成

(2)楽しさを味わい、たくましい心と体を育てるスポーツ活動の充実

(5)子どもや町民から信頼される学校づくりの推進

【基本目標】

(4)ＩＣＴを活用した学習の充実と環境整備

(2)よりよい生き方や志（夢）を育むキャリア教育の推進

(4)人や地域に役立つ体験を推進し、社会参画や社会貢献の心を育む

(2)規則正しい生活習慣の確立と、食育の重要性の発信

(1)地域の力を生かした特色ある教育カリキュラムづくりと保育の充実

(5)地域に根ざしたビジョンを共有して子どもを育てる幼小中連携の推進

(5)幼保小連携の推進と特別支援教育の充実

5
【生きる力・心と体】
健やかでたくましい心と体の育成

(3)豊かな心と感性を育む文化活動の充実

(4)安全安心な給食提供と、学校給食共同調理場と連携した食育の推進

(5)家庭や地域と連携した、健全な生活習慣や情報モラルの啓発

≪基本目標の具体化≫

 よりよい生き方や志を求め、

  自立し、地域社会を支える人づくり

庄内町教育振興基本計画体系図

基本方針　－施策の柱－

(5)たくましさやがまん強さを育む視点の重視

(4)子どもや学校を支える会計年度任用職員の配置と研修の充実

(1)自他のいのちと、いのちの継承の大切さを伝える教育の推進

(4)地域の実情を考慮した幼保連携の一層の推進

(4)安全安心を守るために家庭・学校・地域の連携を強化する

(1)地域学校協働活動推進事業の体制整備と活動の充実

(3)地域社会が一体となって子どもを育てる体制づくり

(3)さまざまな交流の中で、助けあい、支えあう社会力を育む

(1)一人一人が生き生きと主体的に学ぶ授業づくりと、探究型学習の推進

(3)子育て相談を重視し、子育て支援を推進する

重点的方向性　－６つの矢－ 主　　要　　施　　策

(2)庄内町の自然・歴史・文化に触れ、豊かな心を育む

(3)相手を思いやる心や、規範意識を育む道徳教育の推進

(4)何度でもチャレンジする機会を大切にし、子どもの自立を育む

(1)ふるさとへの誇りと感謝の心を育むふるさと教育の推進

(2)コミュニティ・スクールを核とし、地域に開かれた教育活動の推進

(2)家庭や地域と連携した読書活動の推進

(1)研修の充実による教職員の資質の向上と意識の高揚

(3)小中連携を生かした外国語教育の推進学
　
校
　
教
　
育

(5)勤務体制や事務処理等の見直しによる教職員の働き方改革の推進

(2)町立武道館の老朽化に伴う庄内町複合型屋内運動施設（仮称）の整備

1

4
教育の土台は家庭教育であることを広め、地
域と連携した家庭教育力の向上

地域社会が一体となり、主体的に紡ぎあう体制
づくりの推進

9 社会教育を支える施設、設備の充実
(3)社会教育施設、社会体育施設の長寿命化の推進

(2)資料収蔵施設の整備と文化財のデータ化をすすめ、学習への活用を推進

(4)町民主体の社会体育施設の運営と総合型地域スポーツクラブ自立の支援

交流を通して美しさや愛を育む文化活動の
推進

6
豊かな自然・人や施設を活かし、健康と生きが
いをつくる生涯スポーツの推進

社会教育職員の資質向上8

(1)「みんなが集い　学び　ふれあい　つながる図書館」の整備と有効活用

5

(1)課題意識を持ち、積極的な企画力、実践力を高める

(2)進んでコミュニケーションを図り、町民のニーズを感じとる力を養う

(3)事業評価や施設運営評価の活用

(3)庄内町小中学生のスポーツ活動ガイドラインの更なる浸透

(1)健やかに生きる生涯スポーツ構想の策定と町民のスポーツ活動の推進

(2)各種スポーツの競技力向上の支援

(4)郷土に誇りをもつ伝統文化、伝承活動の支援

いのちと平和に感謝し

ふるさとの心を耕す教育

ふるさとを誇りに思う心を育て、

自他のいのちと、いのちをつなぐ

大切さを教える

開かれた学校づくりと地域

づくり

地域、学校の課題を共有し、幅広い地域

人材が主体的に参加できる開かれた

学校づくりと地域づくりを進める

積極的な社会参画・社会
貢献の推進

家庭、地域が連携して挨拶運動や

ボランティア活動に取り組み、積極的な

社会参画によって社会を良くしようとする

心を育てる

マネジメントの活性化と連携

教育委員会、各教育施設、幼稚園・学校、

地域それぞれが志を持って主体的に経

営・運営を活性化する

持続可能な町づくりを支える

教育

庄内町の良さに加え、環境、人口、経済

等の現状と課題を理解し、将来に向けた

ビジョンを持って地域を支える人づくりに

取り組む

広い視野と高い志を育てる

教育

社会や世界へと視野を広げて夢や希望

をもち、挑戦できる場を実現する。大人も

子どもも自信と生きがいを感じられる教育

を進める

自他のいのち、生き方を

大切にし、世代をつなぐ人

楽しく主体的に学び続け、

志や生きがいをもつ人

広い視野をもち、地域と

つながり、社会をつくる人

生き方

共 生

学 び
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第４章 今後 5 年間で取り組む基本方針と主要施策              
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学校教育 

いのちを大切にし、よりよい生き方や志を求める教育の推進 基本方針１ 
 
現状と課題 

○ いのちを大切にし、人を思いやる心を育てたい  

いのちは先人から受け継がれてきたかけがえのないも

のであることを、くりかえし教えることが重要です。 

同時に、他者のいのちや考え方も尊重する意識を育て

ることが必要です。本町の学校でもいじめは発生してい

ます（参照：学校教育 基本方針６）。また、庄内町教職員

アンケートでは、家庭と学校が協力して、相手を思いやる

心の育成を強化したいという意見が多くありました（表

①）。家庭・学校・地域が連携し、自他のいのちの大切さ

をくりかえし教え、思いやりの心を育てることが必要で

す。 

 

○ 夢、希望や生き方を考えさせたい 

 本町の子ども達は、学習や運動等にまじめに頑張る一

方、将来の夢や希望に対する意識が低い傾向がありまし

たが、前期５年間で全国平均を上回るようになり、成果が

みられます。（表②）。子どもが広い視野を持ち、将来の夢

や希望、生き方を前向きに考えられるように、さらに積極

的に取り組んでいく必要があります。 

 

○ 表現力、広い視野、自立、たくましさを育てたい 

失敗を恐れず、挑戦するたくましさを育てたいものです

(表③)。庄内町教職員アンケートでは「自分の思いをきち

んと伝える」や「視野の広さ」等とともに「たくましさ、

根気強さ」「自主・自立」を課題として挙げている教職員

が多いようです（表④）。 

少子化の中で、意識的に子ども達をたくましく育てる視

点が必要です。本町の子ども達の良さを生かしながら、主

体性を育むとともに、たくましさを育てることが重要で

す。 

基本方針の意図 

◎ 自他のいのちの大切さを教え、思いやりの心を育む教育を推進します。 

◎ 先人から祖父母、親、自分へと受け継がれてきたいのちを全うして生きることの大切さと、次世代に

つなぐことの大切さを伝えます。 

◎ よりよい生き方や志（夢）を求める子どもの育成をめざし、キャリア教育※２を推進します。 

◎ 変化する社会をたくましく生きる力を育てるために、何度でもチャレンジする挑戦意識や、あきらめ

ずに努力するがまん強さを育てます。 

表① 相手の立場になって思いやる心の育成 

＊教職員が自校の子どもを評価した結果（庄内町教職員アンケート） 

 平成26 年度  令和元年度 

 Ａ達成 Ｂやや達成 Ａ達成 Ｂやや達成 

小学校 １６％ ６８％ ２７％ ７３％ 

中学校 ２０％ １０％ ３５％ ５７％ 

表② 将来の夢や希望をもっていますか？ 

*Ａ当てはまる、Ｂどちらかといえば当てはまる の合計 

 平成26 年度  令和元年度 

 庄内町 全 国 庄内町 全 国 

小６ ８７％ ８７％ ８９％ ８３％ 

中３ ６７％ ７１％ ７４％ ７０％ 

表③ 難しい事でも失敗を恐れないで挑戦するか？ 

*Ａ当てはまる、Ｂどちらかといえば当てはまる の合計 

 平成26 年度  令和元年度 

 庄内町 全 国 庄内町 全 国 

小６ ８１％ ７５％ ７７％ ８０％ 

中３ ６３％ ６８％ ７５％ ７０％ 

 (表②③：全国学力・学習状況調査
※１

) 

表④ 小中教職員から見た庄内町の子ども達 

○良いところ 

１ 素直さ              １１１票 

２ まじめに頑張ろうとする       ９２票 

３ 思いやりがある、優しい       ７４票 

４ 仲が良い              ６５票 

○改善したいところ（課題） 

１ 自分の思いをきちんと伝える     ８５票 

２ 社会的関心、視野の広さ       ６６票 

３ たくましさ、根気強さ        ５５票 

４ 自主、自立             ５１票 

＊複数選択 １４１名回答（R２年度実施 庄内町教職員アンケート） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）自他のいのちと、いのちの継承の大切さを伝える教育の推進  

・ 家庭・学校・地域が一体となって、いのちの大切さを教えます。特に家庭には子どもにいのちの大

切さと、かけがえのない存在であることを教える機会をもつように啓発していきます。 

・ 歴史の学習を中心に、戦争や平和について学習する機会を重視し、先人の不断の努力によって、今

の平和や、自分のいのちがうけつがれてきたことを教えます。 

・ 被災地との交流を通して、自然と人間の共生について考え、安全安心な生活といのちに対する感謝

の心、防災の意識を育む教育を推進します。  

主要施策（２）よりよい生き方や志（夢）を育むキャリア教育の推進   

・ 発達段階に応じたキャリア教育を推進し、将来の夢やよりよい生き方を考える機会を積極的に増や

します。教科の授業でも、学んでいることが将来の夢につながっていると意識することで、一人一人が

より主体的に学べるようにします。 

・ 小中学校において、職業人の話を聞くキャリア講話等の機会を増やすことを推奨します。町主催の

各種講演会等を目的にあわせて教育カリキュラムに活用することを啓発します。 

・ 家庭の中でも将来の夢や生き方を話し合う機会を増やすことを啓発します。 

・ 地元の高校や大学と連携し、高度な教育を受ける機会や交流活動を工夫します。本物に触れること

で子ども達の学ぶ意欲を高め、ものの見方が広がり、将来の夢や生き方を考えることにつなげていき

ます｡ 

主要施策（３）相手を思いやる心や、規範意識を育む道徳教育の推進  

・ 他者のいのちや考え方を尊重することの大切さを教え、相手を思いやる心と、いじめを許さない心の

育成に努めます。日常の人間関係のトラブルを学びの機会として、相手を大切にする関わり方を丁寧に

指導していきます。 

・ 道徳の授業を要とし、全教育活動を通して道徳教育を推進します。人の内なる気持ちを思いやり、違

いを許容する心や、規範意識、道徳的実践力の育成を強化します。 

主要施策（４）何度でもチャレンジする機会を大切にし、子どもの自立を育む      

・ 失敗を恐れず、何度でもチャレンジする機会を与え、子どもがたくましく成長する機会を大切にして

いきます。変化する社会の中で子ども達が自立し、たくましく生きていくために挑戦意識を高め、変化

に対応する力の育成を推進します。 

主要施策（５）たくましさやがまん強さを育む視点の重視 

・ 子どものたくましさや、がまん強さを育てる機会をうばうことがないように留意します。通学では、

安全を前提にしながらも、子どもが体や精神を鍛え、社会性を育てるにはどんな方法がいいかというこ

とに留意します。 

評価指標 

   指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（R７） 

「将来の夢や希望をもっている」 

児童生徒のＡＢ評価の割合（全国学力・学習状況調査） 

小6 ８９．２％ 9０．０％ 

中3 ７３．９％ ７５．０％ 

難しい事でも失敗を恐れないで挑戦するか？ 

児童生徒のＡＢ評価の割合（全国学力・学習状況調査） 

小6 ７７．４％ ８０．０％ 

中３ ７５．０％ ７７．０％ 
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学校教育 

地域とつながり、共に社会をつくる豊かな心の育成 基本方針２ 
 

現状と課題 

○ 地域行事への参加率が高い庄内町の子ども達 

本町の小中学生の地域行事への参加率は県や全国と比

べ、とても高くなっています（表①）。幼稚園や小中学校も

積極的に地域との交流や体験を推進しています。 

また、集落の子ども会等を中心に、子ども達が地域行事

に参加する習慣がひきつがれており、本町は地域と子ども

達とのつながりが強いといえます。 

 
○ 庄内町の自然や文化を学ぶふるさと学習の推進   

幼稚園、小学校は町の自然や文化を学ぶ計画的体験を活

発に行っています（表③）。自然に対する畏敬の心や、自然

に寄り添って生きてきた先人への感謝等の豊かな心を育

てるため、地域を学ぶ体験や地域の人との交流が大切で

す。今後も、このようなふるさと教育を意図的に組み込む

ことが大切です。 

 
○ 視野を広げ、人や地域に役立つ活動の継続を 

本町の小中学生の「人の役に立つ人間になりたい」とい

う意識は高いといえます。（表②）。他者に目を向け、自分

達が地域のためにできることを考える体験を今後も継続

してしくむことが望まれます。 

東日本大震災以降、本町の小中学校は、友好町である南

三陸町への復興支援を続けてきました。また、ＰＴＡ主体

のワカメ交流事業も継続されています。このような体験や

交流は、子どもだけでなく教職員、保護者の視野も広げて

います。人や社会に役立つ活動を今後も継続することが望

まれます。 

 

基本方針の意図 

◎ 庄内町の自然や歴史、文化を生かした体験や交流を通して、ふるさとに誇りをもち、自然への畏敬

の心や、地域の人への感謝の心を育むふるさと教育の推進を図ります。 

◎ さまざまな人との交流、人や社会に役立つ体験をしくみ、豊かな心と助けあい、支えあう共生の心

を育みます。 

◎ 地域と自分とのつながりを大切にし、自分達の地域を自分達の手でよくする、社会参画や社会貢献

の心を育てます。 

 

 

 

表① 地域の行事に参加していますか？ 

＊Ａ当てはまる、Ｂどちらかといえば当てはまる の合計 

 平成26 年  令和元年 

 庄内町 全国 庄内町 全国 

小６ ９７％ ６８％ ９３％ ６８％ 

中３ ６８％ ４4％ ８０％ ５０％ 

表② 人の役に立つ人間になりたいですか？ 

＊Ａ当てはまる、Ｂどちらかといえば当てはまる の合計 

 平成26 年  令和元年 

 庄内町 全国 庄内町 全国 

小６ ９４％ ９４％ ９７％ ９５％ 

中３ ９８％ ９４％ ９６％ ９４％ 

（表①②：全国学力・学習状況調査） 

表③ 町の自然・歴史・文化を学び、豊かな心を 

育む計画的体験の達成度（ふるさと教育の推進） 

 幼稚園 小学校 中学校 

平成26 年 １００％ ７０％ ２０％ 

令和 元 年 ９５％ ９５％ １００％ 

表④ 地域でのボランティア体験 

 幼稚園 小学校 中学校 

平成26 年 ６１％ ５１％ ６１％ 

令和 元 年 ７９％ ９４％ ９２％ 

表⑤ 被災地支援、被災地との交流 

 幼稚園 小学校 中学校 

平成26 年 ０％ ４３％ ８０％ 

令和 元 年 ６３％ ４６％ ９３％ 

（表③④⑤：Ａ達成 Ｂやや達成 の合計：庄内町教職員アンケート） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）ふるさとへの誇りと感謝の心を育むふるさと教育の推進 

・ 社会科副読本「わたしたちの庄内町」を活用したふるさと教育を推進します。庄内平野発展の基とな

った北楯大堰、清川ダシ（東風）を活用した風力発電等、庄内町の先人は自然に対する畏敬の心をもち、

自然に寄り添いながら困難を克服して豊かに発展してきました。このような内容を教材として扱いふ

るさと教育を推進するために、通常３、４年生を対象とする副読本を５、６年生、さらには中学校でも

活用できるよう編集し、全児童に給与します。 

・ ふるさと教育の一環として北館大学、明治維新の魁となった清河八郎、米の品種「亀ノ尾」を開発し

た阿部亀治、大戦中に多くの兵士を助けた佐藤幸徳の４偉人の学習を小学校において必修とします。 

・ 人と環境の関わり方に着目して町の歴史を学び、持続可能な社会※３をつくる知恵と意識を育てます。 

主要施策（２）庄内町の自然・歴史・文化に触れ、豊かな心を育む 

・ 現地学習を重視し、町の自然・歴史・文化を学ぶ実体験や地域の方々との交流を奨励します。また、

そのためにスクールバスの有効活用に努めていきます。 

主要施策（３）さまざまな交流の中で、助けあい、支えあう社会力を育む 

視野を広げ、相手の立場にたって行動する共生の心を育むため、様々な人々との交流を推進します。 

・ 障がい理解とインクルーシブ教育※４を推進します。障がいをのある子ども達と園児・小中学生との交

流を一層推進し、お互いを理解しあい助けあって生きる社会力や共生の心を育みます。 

・ 小中学校やＰＴＡが工夫し、実施してきた友好町である南三陸町との交流を継続します。学んだこと

が人や社会に役立つ授業の価値を広め、社会に役立つ学びを推進していきます。 

・ ＡＬＴ(外国語指導助手)の活用をはじめ、国際的な交流や関わりを通して日本とは違う文化や考え方

に触れる機会をつくります。国際的な感覚を育て、広い視野を持った人間の育成をめざします。 

・ 異世代との交流・体験を推進します。幼稚園・小中学校で行ってきた高齢者との交流を継続し、立川

地域の幼保小中と地域が連携した花いっぱい・さわやかあいさつ運動のような異世代交流を一層推進

していきます。 

主要施策（４）人や地域に役立つ体験を推進し、社会参画や社会貢献の心を育む 

・ 地域でのボランティア活動を推進します。商工会と町が進めてきた笑顔で元気なあいさつ運動※５や、

南三陸町支援等、地域をより良くする活動を継続し、子ども達が地域の一員として役割を果たすボラン

ティア体験を推進することによって、地域と自分とのつながりを大切にし、自分達の地域を自分達の手

でよくする、社会参画や社会貢献の心を育てます。 

主要施策（５）地域に根ざしたビジョンを共有して子どもを育てる幼小中連携の推進 

・ 「立川スタンダード※６」と「余目アソシエーション※７」を中心に小中連携を推進します。 

・ 幼稚園と小学校が隣接する利点を生かした幼小連携を今後も推進します。 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（Ｒ 元） 目標値（Ｒ７） 

「町の自然・歴史・文化を学び、豊かな心を育む計画 

的体験の達成度（ふるさと教育の推進）」 

教職員のＡＢ評価の割合（庄内町教職員アンケート） 

幼稚園 ９４．８％ ９６．０％ 

小学校 ９４．６％ ９６．０％ 

中学校 １００．０％ １００．０％ 

「人の役に立つ人間になりたい」 

児童生徒のＡＢ評価の割合（全国学力・学習状況調査） 

小６ ９７．２％ ９８．０％ 

中３ ９５．6％ ９８．０％ 
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学校教育 

生きる力の基礎を培う幼児教育の充実と子育て支援の推進 基本方針３ 
            

現状と課題 

○ 地域の力を生かした教育カリキュラムの推進 

本町では、幼児期を人間形成の基礎をつくる重要な時

期と捉え、幼稚園を中核にして幼児教育に力を入れてき

ました。町や地域の資源を活用した多様な体験・交流活

動を取り入れ、保護者や家族、地域の人とのふれあいを

大切にした園経営に努めてきました。このことにより、

子どものみならず、保護者も町の良さや行事に魅力を感

じ、積極的に幼稚園にかかわる人も増えてきました。子

ども達も地域を知り、いろいろな人と関わる楽しさを感

じてきています。 

 

○ 幼児期の規則正しい生活習慣の確立が重要 

幼児期から規則正しい生活リズムをつくることは、大

変重要です。よりよい生活習慣が身につくように、家庭

と園が連携して推進していきます。併せて、給食を通し、

食事のマナーを身につけ、一緒に食べることの楽しさを

味わうなど食育の推進も継続していきます。 

また、保護者の悩みや不安、疑問等に応えるため、子

育てに関する相談の機会を継続的につくっていきます。 

 

○ 幼児教育と保育機能の充実が課題 

核家族化や共働き等で多様化する利用者のニーズに

応えるため、預かり保育体制を整備拡充し、充実した保

育内容をめざしてきました。近年、「就学までの保育」や

「３年間の幼児教育」を求める声も多く、これまで本町が実施してきた「３歳児までの保育」と「４，５

歳児対象の２年間の幼児教育」というスタイルから、就学前の教育と保育機能の一層の充実を図るため、

地域の実情を考慮しながら子どもの育ちを支える体制整備の一つとして「認定こども園※８」を進めていく

必要があります。 
 

基本方針の意図 

◎ 幼児期は、人間形成の基礎を培う重要な時期であることを幼稚園と家庭が共に理解し、連携して好ま

しい生活習慣づくりや食育を推進します。 

◎ 町の自然・文化・施設・人材等を活用した、多様で特色ある教育カリキュラムを実践するとともに、

子ども達が主体的に活動に取り組み、学ぶ力を育む保育の充実をめざします。 
◎ 子育て相談や預かり保育の充実に努め、子育てを支援します。 

 

  

表① 地域の力を生かした園経営 

＊町内幼稚園職員（抽出）がＡ～Ｄで評価した結果  

 H26年度Ａ達成  R元年度A達成 

幼稚園 ４３．０％ ５２．６％ 

（庄内町教職員アンケートより） 

表② 園での子育て教育相談の工夫 

＊町内幼稚園職員（抽出）がＡ～Ｄで評価した結果  

  H26年度Ａ達成  R元年度A達成 

幼稚園 ３６．０％ ６３．２％ 

（庄内町教職員アンケートより） 

表③ 預かり保育利用者の推移  (単位：日、人、％) 

 実施日数 
預かり 

保育利用者 

のべ人数 

預かり 
保育利用

者の割合 

平成24年度 1,307  33,079  39 

平成25年度 1,284  32,365  43 

平成26年度 1,287 34,440 50 

平成27年度 1,249  35,474  57 

平成28年度 1,252  34,433  63 

平成29年度 1,286  35,554  61 

平成30年度 1,299  41,946  67 

令和元年度 1,281  44,048  76 

（庄内町教育委員会） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）地域の力を生かした特色ある教育カリキュラムづくりと保育の充実 

・ 幼稚園教育の充実によって、人間形成の基礎を培い、小学校へのスムーズな就学を推進します。 

・ 町や地域の自然・文化・施設・祭り・人材等の資源を有効に教育カリキュラムに取り入れ、体験活動

や人との心のふれあいを大切にした園経営を推進します。 

・ 幼稚園が小学校や公民館と隣接している立地条件を生かし、地域の各種団体との連携を一層密にしな

がら、安全安心の確保と教育環境の整備等、地域ぐるみでの子育てをめざします。 

主要施策（２）規則正しい生活習慣の確立と、食育の重要性の発信 

・ 「早寝早起き朝ごはん」やメディアコントロール※９等、幼少期からの規則正しい生活リズムをつくる

ことが重要です。また、給食を通して食育を推進するとともに、家庭での食事が大切であることを保護

者にしっかりと認識してもらうことも必要です。家庭教育力の向上のために保護者への情報発信と研修

の充実に努めます。 

主要施策（３）子育て相談を重視し、子育て支援を推進する 

・ 子育てに悩む保護者を支援するために、すべての教職員が積極的に保護者や家族への声かけに努め、

保護者が気軽に相談しやすい雰囲気と機会づくりを図ります。また、必要に応じて、教育相談専門員や

スクールカウンセラー、他関係機関とつなぐ等、子ども一人一人を大切にした子育て支援を推進します。 

・ 園通信等による情報発信や子育て相談、研修会を継続します。 

主要施策（４）地域の実情を考慮した幼保連携の一層の推進 

・ 子どもにとってあるべき保育を第一に考え、安全安心でより充実した預かり保育になるように、預か

り保育体制の整備と、教職員間の連携や研修に努めます。 

・ 幼児期は保護者や家庭との関わりが非常に大切な時期であることを踏まえ、預かり保育の時間帯は、

家庭的な雰囲気であたたかく受け入れる保育の要素を重視していきます。 

・ 全国的な幼児教育・保育のあり方の変化や、「就学前までの保育」、「より充実した幼児教育」を求め

る保護者のニーズ等に対応し、地域の実情に応じて、幼稚園・保育園から「認定子ども園」への移行を

進めるとともに、民間活力の活用も検討していきます。移行にあたっては、町の教育理念の共有と、本

町で重視してきた幼児教育と保育の良さをあわせ持つスタイルが継承されるよう、これまで以上に関係

機関との連携を図ります。 

主要施策（５）幼保小連携の推進と特別支援教育の充実 
・ 近年、増加している教育的配慮を要する幼児について、早期発見早期支援の体制づくりを強化します。

保育園から情報を引き継ぎ、そして小学校へと連携し、特別支援教育の充実を図ります。 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（R７） 

「地域の力を生かした園経営」 

教職員のＡ評価の割合（庄内町教職員アンケート） 
５２．６ ％ ６０．０ ％ 

「園での子育て教育相談の充実」 

教職員のＡ評価の割合（庄内町教職員アンケート） 
６３．２ ％ ６５．０ ％ 
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学校教育 

【生きる力・学び】一人一人の学ぶ意欲と確かな学力の育成 基本方針４ 
 
現状と課題 

○ 全国学力・学習状況調査をＰＤＣＡ※１０の機会として 

 平成２６年度全国学力・学習状況調査では、国語Ａ、Ｂ、算数（数学）Ａ、Ｂの全教科において、本町

は県と全国の平均正答率を超えていましたが、近年の同調査では、県や全国の平均を下回る教科が増加す

る傾向にあります。また、「国語が好き、よく分かる」という児童生徒の割合は全国をほぼ上回っている

のに対し、算数（数学）では、どちらも県、全国より低いという課題があります。 

庄内町では、子どもたちが達成感をもてる授業づくりをするために、ユニバーサルデザイン※１１や、Ｔ

Ｔ指導※１２の研究を進めてきましたが、課題は克服されていません。子ども達が楽しいと思える学校をつ

くるためには、わかる・楽しいと思える授業づくりが不可欠です。一人一人に寄り添い、習得と探究※１３

のバランスを意識した授業改善に一層力を入れて取り組んでいく必要があります。 

表①～④ 庄内町の児童生徒の国語・算数（数学）に対する理解・興味 （Ａ当てはまる、Ｂどちらかといえば当てはまる の合計） 

表① 国語の勉強が好き 

 H26庄内町 H26全国 

 

Ｒ元庄内町 Ｒ元全国 

小６ ６７％ ５９％ ６８％ ６４％ 

中３ ４８％ ５８％ ６６％ ６２％ 

表② 国語の授業の内容がよく分かる 

小６ ８３％ ８０％ 
 

８７％ ８５％ 

中３ ６２％ ７２％ ７７％ ７８％ 
 

表③ 算数（数学）の勉強が好き 

 Ｈ２６庄内町 Ｈ２６全国 

 

Ｒ元庄内町 Ｒ元全国 

小６ ６２％ ６６％ ６０％ ６９％ 

中３ ５４％ ５７％ ５８％ ５８％ 

表④ 算数（数学）の授業の内容がよく分かる 

小６ ７６％ ８０％ 
 

７９％ ８４％ 

中３ ６３％ ７２％ ７３％ ７４％ 

（表①～④：全国学力・学習状況調査） 

小学校でもプログラミング教育※１４や、教科としての外国語が導入され、情報化、国際化等の社会の変

化の中で、生きて働く力をしっかりと身につけることが求められています。こうした時代の変化に対応し

ながら、一人一人の学ぶ意欲を引き出し、確かな学力をしっかりと身につけさせることが望まれます。 

 

○ 早期からの特別支援教育の強化 

特別支援教育では、保育園・幼稚園・

小中学校に、専門家チームによる巡回

指導をとり入れ、身体や発達の障害が

疑われる子どもに対し、支援員を配置するとともに町独自での個別検査を実施するなど、早期支援に努め、

特別支援に対する園、学校や保護者の意識は少しずつ向上してきました。その結果として、特別支援学級

の在籍児童生徒や障害者手帳や療育手帳を取得する児童生徒の数は増加し、一人一人に手厚く支援をする

ことができています。今後さらに園、学校での具体的な支援の方法についての研修と実践が求められてい

ます。 

基本方針の意図 

◎ 学ぶことへの意欲をもち、主体的に学び続ける子どもの育成をめざします。 

◎ 習得と探究のバランスを意識した授業改善によって、「わかる授業、楽しい授業」をつくります。 

◎ 一人一人の子どもに寄り添い、すべての子どもが力を伸ばせるよう学習を支援します。 

 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29 H30 R元 

特別支援学級在籍児童生徒 ２５人 ２６人 ３０人 ３３人 ３３人 ４５人 

 

表⑤ 庄内町立小中学校特別支援学級在籍児童生徒数（庄内町教育委員会） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）一人一人が生き生きと主体的に学ぶ授業づくりと、探究型学習※１５の推進 

・ 学習を世の中の事象と関連づけることで一人一人の意欲を引き出し、主体的に学ぶ姿勢を育てます。 

・ 子ども達が教科のおもしろさを感じ、主体的に学びたくなる探究型学習への授業改善を進めます。単

元の計画の中に、知識・技能の習得と、思考力・判断力・表現力を伸ばす探究のプロセスとをバランス

よく配分し、一人一人が達成感を感じられる「わかる授業、楽しい授業」をつくります。 

・ 教育研修所※１６と教育委員会が連携し、専門性の高い講師を招き、実践的な研修会を開催します。 

主要施策（２）家庭や地域と連携した読書活動の推進 

・ 学校と地域が連携しながら読書活動を推進するとともに、授業での図書館の本の活用を図ります。 

・ 家庭と連携しながら家での読書（家読）の充実を図り、生活の中に読書がある暮らしをめざします。 

主要施策（３）小中連携を生かした外国語教育の推進 

・ ＡＬＴを幼稚園・小中学校に派遣することで、幼い頃から英語に親しみ、意欲を高めます。 

・ 小学校の外国語(活動)と中学校の英語教育の連携を図るため、小中学校の交流を積極的に行い、小中

一貫したカリキュラムのあり方や指導法を研究し、生きてはたらく外国語教育を推進します。 

主要施策（４）ＩＣＴ※１７を活用した学習の充実と環境整備 

・ プログラミング教育やＩＣＴ機器を活用した学習を取り入れ、具体的場面での情報リテラシー※１８の

向上や、情報活用能力の向上を図ります。デジタル教科書などの教材を活用した授業を展開し、学力向

上をめざします。そのために必要な校内ネットワークや端末の整備と、活用のための研修を進めます。 

主要施策（５）一人一人に寄り添った特別支援教育の推進 

・ ユニバーサルデザインの視点からの授業改善やＴＴ指導の研究を、一層推進していきます。 

・ 発達障害の特性や指導法の研修、特別支援コーディネーター※１９養成研修等を開催します。 

・ 専門家チームの巡回指導と個別検査により幼稚園から中学校までのすべての子どもに対してスクリ

ーニング※２０を実施し、発達障害等の早期発見と支援を行います。 

・ 保健福祉課、子育て応援課と連携して、適切な時期に最も有効な教育支援がなされるよう努めます。 

・ 児童発達支援センター※２１の設置について、保健福祉課、子育て応援課と連携して検討を進めます。 

主要施策（６）総合的子ども支援体制※２２の構築①（学習支援・特別支援） 

・  子ども一人一人の力を伸ばすため、状況に応じて以下の支援体制を継続することに努めます。 

ア 算数（数学）、英語の学力向上のために学習支援員やＡＬＴを配置します。 

 イ 小中学校に、必要に応じて町特別支援学級講師を配置します。 

ウ 幼稚園の障がい児等の安全を守り、適切に発育を促すため、状況に応じて保育補助員を配置しま

す。 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（R７） 

全国学力・学習状況調査における正答率が、全国平均以上の教科数 4 教科中1 教科 ４教科中４教科 

「国語、算数・数学が好き」 

児童生徒のＡＢ評価の割合（全国学力・学習状況調査） 

小６国語 ６７．８％ ７０．０％ 

小６算数 ５９．９％ ６５．０％ 

中３国語 ６６．１％ ７０．０％ 

中３数学 ５７．７％ ６０．０％ 
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学校教育 

【生きる力・心と体】健やかでたくましい心と体の育成 基本方針５ 
 
現状と課題 

○ 「居場所づくり」と「絆づくり」で自尊感情を高めたい                          

学校や家庭生活の中で、達成感ややりがいを感じる機会

があること、安心できる居場所があることは、子どもの心

の安定のために大変重要です。町では、自尊感情や自立心

を育成するために、児童会・生徒会活動やボランティア等

の多様な活動を通しての集団づくりに力を入れてきまし

た。その結果として「自分には良いところがある」と感じ

る児童生徒の割合は増加しています。不登校出現率も家庭

と学校の努力により減少しましたが、近年再び増加の兆候

も見られます。 

すべての子ども達が「学校に行くのが楽しい」と感じな

がら生き生きと生活できるように、一人一人が安心できる

「居場所づくり」と子ども達自身による集団の中でのかか

わりを通した「絆づくり」に取り組むことが今後ますます必要です。 

○ 行政と学校が連携した支援体制の必要性 

複雑な家庭環境に置かれている子どもが増え、虐待や

子育てに関する相談の件数が増加しています（表④）。 

 また、経済的状況の厳しい家庭も増え、就学援助認定率

も高くなっています（表⑤）。いじめや人間関係で悩む子

ども、子育てに悩む家庭等、多様な支援が必要な子どもや

家庭も増えています。家庭を支援する体制とともに、子どもが安心して生活し学べる保障、指導にあたる

教職員へのサポート等、行政と学校が連携した効果的な支援体制を構築することが必要です。 

表⑤ 就学援助認定者数および就学援助認定率                ＊数は各年度５月１日現在 

 平成２３年度 平成２５年度 平成２７年度 平成２９年度 令和元年度 

在籍児童生徒数 
小学校 １,２３３人 １,１２３人  １,０７３人 １,００９人   ９７５人 

中学校 ６９４人 ６４８人   ６２５人  ５７１人 ５１８人 

認定者数 
小学校 １１５人 ９８人    ９６人   ８６人    ８８人 

中学校 ５２人 ７３人    ６９人   ６２人    ４８人 

援助率 
小学校 ９.３3％ ８.７3％   ８.９5％  ８.５２％   ９.０3％ 

中学校 ７.４９％ １１.２7％  １１.０４％ １０.８6％   ９.２7％ 

＊就学援助→経済的理由で就学が困難な家庭に対し、学用品費、修学旅行費等を援助し、子どもの就学を支援する制度（庄内町教育委員会） 

基本方針の意図 

◎ 子どもの「居場所づくり」と「絆づくり」を推進し、子ども達の自尊感情と課題解決力を育成しま

す。 

◎ 子どもや家庭を、多方面から効果的に支援する体制を構築し、子ども達の自己実現を支援します。 
 

表① 学校に行くのが楽しいですか？ 

 H26庄内町 H26全国 

 

R元庄内町 R元全国 

小６ ８９％ ８７％ ８２％ ８６％ 

中３ ９１％ ８２％ ８６％ ８２％ 

表② 自分には良いところがあると思う 

小６ ７５％ ７６％ 
 

８４％ ８１％ 

中３ ７４％ ６７％ ７６％ ７４％ 

＊表①②：Ａ当てはまる、Ｂどちらかといえば当てはまる の合計 

    （表①②：全国学力・学習状況調査） 

表③ 庄内町の不登校出現率の推移 

 Ｈ23 Ｈ25 Ｈ27 H29 R元 

小学校 ０.0％ 0.1％ ０.0％ 0.2％ 0.3％ 

中学校 2.0％ 1.7％ 1.7％ 1.7％ 2.8％ 

                         （庄内町教育委員会） 

表④ 庄内町虐待認知件数の推移 

 Ｈ23 Ｈ25 Ｈ27 H29 R元 

虐待件数 ２件 ７件 ７件 4件 8件 

相談件数 45件 282件 364件 210件 265件 

＊相談件数には虐待以外の子育てに関する相談が含まれる 

（庄内町保健福祉課・子育て応援課） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）「居場所づくり」と「絆づくり」による自尊感情・課題解決力の育成 

・ 自尊感情と課題解決力を高めるために集団づくりを推進します。児童会・生徒会リーダー研修会を開催

し、児童会・生徒会活動の推進と、リーダー育成、指導法の研修を継続します。子どもの頃に培われた課

題解決力が、自分達の地域を自分達でよくしていく社会参画の意識につながることを周知していきます。 

主要施策（２）楽しさを味わい、たくましい心と体を育てるスポーツ活動の充実 

・  子ども達が楽しさを味わい、たくましく心身を鍛えることができるスポーツ活動を推進します。スポ

ーツを通した人づくりをめざす「庄内町小中学生のスポーツ活動ガイドライン※２３」の理念を周知し、

子ども達にスポーツの楽しさを伝え、心と体を健やかにたくましく育てます。 

主要施策（３）豊かな心と感性を育む文化活動の充実 

・ 小学校５年生文化交流会の開催、芸術鑑賞教室による質の高い芸術との触れ合い、町の芸術祭や合唱

祭への参加、図書館や内藤秀因水彩画記念館等の町の社会教育施設の活用などを通して、日常的な文化

活動を活性化します。 

主要施策（４）安全安心な給食提供と、学校給食共同調理場と連携した食育の推進 

・ 幼稚園、小中学校における給食を通した地産地消、食育を推進します。地場産物を積極的に活用する

とともに、地域の食文化を通じて郷土への関心を深める食育の充実を図ります。 

・ 食物アレルギーへの対応や調理配膳の過程に気を配り、安全安心を最優先に、心と体を育てるおいし

い給食を提供します。 

主要施策（５）家庭や地域と連携した、健全な生活習慣や情報モラルの啓発 

・ 家庭と地域、学校が連携して、「早寝早起き朝ごはん」など、子ども達の健全な生活リズムづくりを

推進します。 

・ パソコンやスマートフォン等の情報端末について、学年に応じた情報モラル教育を推進するととも

に、ＰＴＡや地域とも連携し、ネットいじめや犯罪等につながらないよう情報モラルの育成を地域ぐる

みで推進します。 

主要施策（６）総合的子ども支援体制の構築②（教育相談・家庭支援） 

人間関係に難しさを感じる子どもの増加や家庭環境の複雑化等に伴い、以下の適切な支援体制の構築を図

ります。 

 ア 教育相談専門員を配置し、児童生徒や保護者への教育相談を充実させます。 

 イ スクールカウンセラーを定期的に配置し、保護者や子ども、教職員の相談にあたります。 

 ウ スクールソーシャルワーカー※２４を配置し、虐待の防止や関係機関との連携、家庭支援にあたります。 

 エ 就学援助対象者へ学用品費、修学旅行費、クラブ活動費等の支援を行います。 

 オ 高等学校以上の学校に進学する生徒・学生で、経済的な理由により就学が困難な場合に就学上必要

な学資金の貸付を行います。 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（R７） 

「自分には良いところがあると思う」 

児童生徒のＡＢ評価の割合（全国学力・学習状況調査） 

小６ ８３．６％ ８５．０％ 

中３ ７６．１％ ８０．０％ 

不登校出現率 

（年間３０日以上欠席した生徒の出現率）    

小学校 ０．３％ ０．０％ 

中学校 ２．８％ １．５％ 
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学校教育 

庄内町の良さを生かした魅力ある学校づくりの推進 基本方針６ 
            

現状と課題 

○ 町の教材を生かした学校づくりが行われています 

幼稚園や小学校では、ふるさと教育が盛んに行われ

、積極的に町の資源を教育に活用してきました。加え

て近年では、中学校での地域に根ざした学習や教育活

動がたいへん活発になっています（表①）。 

行事の精選や探究的な学びの推進が求められる中、 

地域行事への参加や交流活動等が削減される傾向も

あります。限られた時間の中、地域の教材を学習指導

要領に定められた内容にうまく取り入れて効果を高

めるカリキュラムマネジメント※２５が重要になっています。 

 

○ いじめを許さない学校づくりの推進の必要性 

いじめはどこでも誰にでも起こりうる危険性があります。いじめを許さない学校づくりを推進

することが重要です。各小中学校で作成した「学校いじめ防止基本方針」が、実際に機能する内

容になっているか、ＰＤＣＡを重ねていくことが必要です。授業づくりと集団づくりによるいじ

めの未然防止、いじめの早期発見と早期対応、担任一人に任せず、組織としてすばやく対応する

学校づくり等が必要です。 

令和元年度以降、積極的に認知し早期対応するようになり、いじめの認知件数が大きく増加し

ました(表②)。いじめについての考え方が変わったことを児童生徒や保護者、地域に対しても周

知し、地域ぐるみでいじめ防止の体制整備を進めることが必要です。令和元年５月に改訂された

「庄内町いじめ防止基本方針」に基づき、日頃から家庭と学校、地域がお互いに連携しあえるネ

ットワークを構築し、様々な事例に対する幼稚園・小中学校の対応力の強化も必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針の意図 

◎ 校長・園長のビジョンとマネジメントのもと、全教職員が情報と目標を共有し、組織力を最

大限に発揮した工夫と活気ある学校・幼稚園経営を行います。 

◎ 町の良さや施設・行事を生かした豊かな教育活動を推進します。 

◎ 信頼される学校・幼稚園をめざし、危機対応力を高め、家庭・学校・地域・行政が一体とな

って、課題解決に努めます。 

 

表① 町の気候・風土・歴史・文化を学び、教育に 

活用する手法の重視 

 H26 年 H28 年 H30 年 R 元年 

幼稚園 ９３％ ７９％ ９０％ ９０％ 

小学校 ９２％ ８２％ ８８％ ７０％ 

中学校 ７５％ ６０％ ９１％ ８６％ 

（表①： A 達成 B やや達成 の合計： 

庄内町教職員アンケート） 

 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ H２７ H２８ H２９ H３０ R 元 

小学校 ８件 ２件 ８件 １８件 ８件 １４件 ５５件 ２６件 ５９件 ５３０件 

中学校 １７件 ３件 ７件 ３１件 ２４件 ３２件 ２２件 ２５件 ５２件   ６７件 

表② 庄内町小中学校のいじめ認知件数の推移 （いじめ・不登校・学級経営・虐待等定期調査より） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）校長・園長のリーダーシップと職員の同僚性を発揮した経営の充実 

・ 工夫と活気ある学校・幼稚園教育をめざして、管理職のビジョンとマネジメントを重視しま

す。よりよい教育のためには、校長・園長のビジョンやリーダーシップあふれるマネジメント

が必要です。また、教職員のボトムアップの高揚も重要です。各職員が経営の一役を担い、役

割の中で自校の改善に努める活気と、同僚性のあふれる職員集団をめざします。校長会や教頭

会、園長会と教育委員会が連携して、管理職やミドルリーダー等の研修を充実させ、工夫と活

気ある学校・園経営を推進します。 

主要施策（２）町の施設や行事を活用し、子どもの育ちを高める経営の推進 

・ 幼稚園・小中学校が総合体育館、ほたるドーム、笠山野球場、北月山荘、森森、図書館、響

ホール、亀ノ尾の里資料館等の町の施設を活用することを推進します。また、町の音楽祭や合

唱祭等の行事を活用し、子ども達の視野を広げ、活躍の場を増やします。化石・地層学習（立

谷沢地区）、風力発電等、町の良さを活用し、子ども達を豊かに育てる経営を推進します。 

主要施策（３）庄内町を教材化し活用する、カリキュラムマネジメントの推進 

・ 副読本「わたしたちの庄内町」を活用した単元づくりを研究します。学習指導要領に定めら

れた学習内容や年間の学習計画に、地域教材や行事などを取り入れ、身近な教材と社会や世界

とを関連づけて、理解や意欲を高める指導を工夫します。 

主要施策（４）地域・家庭と連携したいじめのない学校づくり 

・ いじめを許さない学校づくりをめざし、未然防止と早期発見、早期解決に努めます。学校で

は「学校いじめ防止基本方針」を基本に、組織としていじめの重大化を防ぐ力をつけていきま

す。さらに、「庄内町いじめ防止基本方針」を地域住民に周知し、重大事態を防ぐために学校や

専門機関、町長部局と連携する体制を構築していきます。 

主要施策（５）子どもや町民から信頼される学校づくりの推進 

・ 学校の組織力・危機対応力を強化します。不登校・発達障害・虐待等、子どもを取り巻く課

題は、適切な初期対応と保護者や関係機関と連携した迅速な対応が不可欠です。組織として適

切に危機対応できるように、町生徒指導主任会、教育相談研修会、特別支援教育部の研修会等、

各会議や研修を効果的に開催し、教職員と学校組織の対応力を強化します。 

・ 教職員による体罰や信用失墜行為により、子ども達や町民からの信頼を失わないように、教

育委員会や同僚の声かけによる未然防止に努めます。 

評価指標 

   指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（R７） 

「庄内町の自然･歴史･文化を学び、 

教育に活用する手法の重視」 

教職員のＡＢ評価の割合（庄内町教職員アンケート） 

幼稚園 ８９．５％ ９５．０％ 

小学校 ７０．２％ ９５．０％ 

中学校 ８５．７％ ８８．０％ 

幼稚園、学校は相談しやすいと感じる 

保護者の AB 評価の割合 

「家庭における子どもの姿」保護者アンケート 

幼稚園 ９６．５％ ９８．０％ 

小学校 ８４．７％ ９０．０％ 

中学校 ８６．０％ ９０．０％ 
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学校教育 

学校と家庭、地域が支えあうしくみの構築 基本方針７ 
 
現状と課題 

○ 地域学校協働活動推進事業※２６を活用した取組み 

本町は、平成２１年度から学校支援地域本部事業※２７

（平成３０年度からは地域学校協働活動推進事業）を活

用しています。地域コーディネーター※２８を配置し、ボ

ランティアと協力して、地域と共に学校の教育活動を推

進してきました。小学校では読書活動を中心とした学校

支援と放課後子ども教室※２９、中学校では３年生対象の

夢サポート塾※３０を実施し、地域と学校の協働活動を

年々拡充してきました。その結果、子ども達が地域との

関わりを実感するようになり、心の安定や社会貢献意識

の向上につながっています。さらに、教員の負担軽減や、

地域住民の生きがい等、子ども達に関わる大人にとって

も価値ある取組みとして根づいてきています。 

この取組みを土台に、小中学校に学校運営協議会※３１

を設置し、課題や目標を地域と共有して協働する「コミ

ュニティ・スクール※３２」としての体制整備を進める必要があります。 

 

○ 地域がスポーツ少年団・部活動を指導する伝統 

  本町では長年、教職員と地域の指導者が一緒に子ども達にスポーツを指導しています。スポーツを通

して地域が子ども達を育て、町民の生きがいにもなっています。スポーツに親しむ子どもが多く、地域

をあげて子ども達を指導するスポーツのさかんな町になっています。結果にこだわりすぎず、スポーツ

を通して生きる姿勢を育てることの重要性を理解することも大切です。平成３０年度に策定された「庄

内町小中学生のスポーツ活動ガイドライン」によって、庄内町のめざすスポーツ指導理念が明確にな

り、地域、指導者、家庭、学校が共通理解のもと、スポーツを通した人づくりを進めています。 

 

○ 幼稚園・学校・公民館・地域が連携した活動の推進 

少子化によって、地域や学校に活気がなくなるおそれがでてきた現代において、地域が学校を支えるこ

とで学校の教育活動が豊かになり、同時に学校の教育活動に参画することで地域が元気になるような連携

を推進することが今後さらに大切です。 

 

基本方針の意図 

◎ 少子化の中、子どもや教職員が少なくなることで発生する諸課題の解決のために、家庭・学校・地域・

行政が一体となって学校を支えるしくみの構築を図ります。 

◎ 家庭・学校・地域が共に子ども達を育てる共育（ともいく）を推進することで、学校の豊かな教育と、

元気な地域づくりをめざします。 

 

 

 

表① 家庭・学校・地域が連携した教育の推進 

＊教職員が自校の子どもを評価した結果（庄内町教職員アンケート） 

 平成2７年度  令和元年度 

 Ａ達成 Ｂやや達成 Ａ達成 Ｂやや達成 

幼稚園 ２５％ ６０％ ５８％ ３７％ 

小学校 ２７％ ６０％ ２４％ ７３％ 

中学校 １３％ ７３％ ５０％ ４３％ 

 

表②「地域や社会をよくするために何をすべきか考えることがある」 

   

 平成２６年  

 

 

令和元年 

 庄内町 全国 庄内町 全国 

小学校 ３９％ ４５％ ６０％ ５５％ 

中学校 ３９％ ３３％ ５８％ ３９％ 

 ※ A当てはまる Bどちらかといえば当てはまる の合計 

（ 全国学力・学習状況調査 ） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）地域学校協働活動推進事業の体制整備と活動の充実 

・ 家庭・学校・地域が協働して子どもを育て、地域を活性化する地域学校協働活動を推進します。地域

と学校のつなぎ役として地域学校協働活動推進員※３３や地域コーディネーターを配置し、体制を整備し

ます。 

・ 小学校では図書館を中心とした地域人材による学校支援活動を活性化します。地域コーディネーター

を中心に、より多様な地域の方に学校に関わっていただくしくみを整えます。 

・ 中学校では平成２６年から実施している３年生を対象とした夢サポート塾を継続します。学習意欲の

向上、塾が遠い等の課題を解決するとともに、中学生の地域での居場所づくりや地域人材の活用など学

校と地域の両方が活性化することをねらいとしていきます。 

・ 小学生対象の放課後子ども教室の実施を推進します。少子化が進み、帰宅後子ども同士で遊びにくく

なり、ゲームに依存したり、社会性を身につける機会の減少等が問題となっています。その改善のため、

放課後の子どもの居場所づくりを進めます。 

主要施策（２）コミュニティ・スクールを核とし、地域に開かれた教育活動の推進 

・ 小中学校に学校運営協議会を設置し、コミュニティ・スクールとしての機能を活性化させます。地

域に対して学校を開き、課題や目標を共有して協働を進めます。地域学校協働活動と一体化すること

で、学校と地域の両方が活性化する無理のない効率的なしくみの構築を進めます。 

主要施策（３）地域社会が一体となって子どもを育てる体制づくり 

・ 幼稚園や小中学校を支援する地域と保護者のネットワークづくりを推進します。これまで以上に、

地域や家庭から支援を得る機会を増やし、園・学校と地域や家庭が連携した子どもを育てる体制を充

実させていきます。 

・ 部活動やスポーツ少年団の地域指導者や地域おこし協力隊員等、スポーツ・文化に関する知識や技能

を持った地域人材を積極的に活用して豊かな教育活動を進めます。研修会等で町の教育理念を共有した

上で子ども達の活動に多くの人が関わり、地域に根ざした人づくりを進めます。 

・ 幼稚園・小中学校と地域が連携した異世代との交流体験を推進します。立川地域の保育園・幼稚園・

小中学校・公民館連携の花いっぱい運動のような事業を他学区でも推進します。家庭・学校・地域が、

共に子ども達を育てる共育（ともいく）を推進することで、学校の豊かな教育と、元気な地域づくりを

めざします。 

主要施策（４）安全安心を守るために家庭・学校・地域の連携を強化する 

・ 庄内町タウンメール（学校安心安全情報システム）を活用します。園児・児童生徒の安全安心にかか

わる情報、荒天時・災害時における学校の臨時休校や一斉下校等の緊急情報を園・学校から電子メール

で配信するシステムを継続して運用し、安全安心に努めます。 

・ 地域が子どもの安全を見守る通学路安全対策協議会を充実させていきます。危険な場所があれば関係

機関が合同点検を行い、改善策を話し合います。子どもの安全安心と共に、子どもをたくましく育てて

いく視点を重視して、協議会の内容を一層充実させていきます。 

評価指標 

   指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（Ｒ７） 

「家庭・学校・地域が連携した教育の推進」 

教職員のＡ評価の割合  

（庄内町教職員アンケート） 

幼稚園 ５７．９％ ６０．０％ 

小学校 ２４．３％ ５０．０％ 

中学校 ５０．０％ ５５．０％ 
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学校教育 

教職員の資質向上と働き方改革の推進 基本方針８ 
 
現状と課題 

○ 子どもと教職員の信頼関係 

平成２６年度全国学力・学習状況調査の結果では、先

生が自分の良さを認めてくれていると思う子どもの割合

が全国や県の平均と比べて高い数値であり、学校の教職

員と子ども達との信頼関係がおおむね良い状態でした。

令和元年度の同じ調査では、中学校ではさらに良い結果

でしたが、小学校については、県、国の平均を下回って

しまいました。複雑な家庭環境の子どもが増えている

中、家庭や子どもに寄り添って指導していくことは今後

ますます重要であり、教職員の一層の資質向上が求めら

れています。 

 
○ 教職員のニーズに沿った主体的な研修の設定 

平成２６年の教職員アンケートでの、教育研修所の研

修の充実と教育課題の共有化について検討が必要との結

果を踏まえ、教職員の負担になりすぎず、ニーズに沿っ

た内容にするよう努めてきました。その結果、令和元年

度には表②のように教職員に支持される事業となってき

ています。今後もニーズに沿った主体的な研修の設定に

努める必要があります。 

 

○ 地域の学校という意識をもつ教職員集団をめざして 

全国的に地域コミュニティの希薄さが指摘されていま

すが、教職員も同僚性の弱さや、保護者や地域の人とコ

ミュニケーションをとる力が弱まっているという指摘もあります。少子化や人口減少が進む

中、地域の中で学校が果たす役割はこれまで以上に大きくなっています。教職員は視野を広

げ、地域住民と協働して、学校と地域をよりよくしようという意識をもっていくことが今後も

重要です。 

また、教職員が心身共に健康でゆとりある働き方ができる職場づくり、体制づくりは重要で

す。健康診断再検査受診率が低いことは本町の課題であり、受診しやすい職場づくり、体制づ

くりが必要です。 

 

基本方針の意図 

◎ 教職員としての誇りをもち（矜持）、子どもや町民から信頼されるように努めます。 

◎ 地域住民とのコミュニケーションを大切にし、地域と連携・協働し、よりよい地域を共につ

くる教職員をめざします。 

◎ 教職員の働き方改革の工夫や取組みを進め、健康でゆとりある働き方を実現します。 

表① 先生はあなたのいいところを認めてく

れていますか？ 

（Ａ当てはまる、Ｂどちらかといえば当てはまる の合計）  

 平成 26 年度  令和元年度 

 庄内町 全国 庄内町 全国 

小６ ８７％ ８０％ ８４％ ８６％ 

中３ ８１％ ７４％ ８７％ ８２％ 

（全国学力・学習状況調査） 

 

表② 研修所の研修の充実と教育課題の共有化  

 平成 26 年度  令和元年度 

 Ａ達成 Ｂやや達成 Ａ達成 Ｂやや達成 

幼稚園 ０％ ９３％ ４２％ ５３％ 

小学校 ２６％ ７０％ ５１％ ４９％ 

中学校 ２０％ ５０％ ６４％ ３６％ 

（庄内町教職員アンケート） 

 

表③ 庄内町小中学校教職員の再検査受診率 

年度 H23 H25 H27 H29 R 元 

対象者 29 人 29 人 29 人 20 人 23 人 

受診者 10 人 15 人 19 人 16 人 18 人 

受診率 35% 52% 65% 80％ 78％ 

（庄内町教育委員会） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）研修の充実による教職員の資質の向上と意識の高揚 

・ 教育委員会と校長会・教頭会・園長会との連携を図ります。教育委員会と校長会・教頭会・

園長会は共に連携して人材育成を重視し、教職員としての矜持や資質を高めていけるように、

効果的な研修の設定や日常のＯＪＴ※３４の体制を構築していきます。 

・ 教職員の貴重な研修組織として今後も教育研修所の効果的な運営を継続します。特に教育講

演会と課題別研修会では現場のニーズにあった講座や、視野を広げる講演の実施に努めます。

また、学力向上のための担任力向上研修会の充実を推進します。研修所の効果的な研修によっ

て、教職員の視野を広げ、教員としての矜持や資質を高めていきます。 

 

主要施策（２）コミュニケーションを大切にし、地域と連携・協働する教職員の育成 

・ 地域とのコミュニケーションを大切にし、地域住民と信頼関係を築き、共に地域をよりよく

しようとする教職員の育成をめざします。 

 

主要施策（３）ＯＪＴと同僚性によって担任力を磨きあう教職員集団の育成 

・ 幼稚園・小中学校の校種や教科をこえた公開授業研究会を充実させます。教育研修所が委嘱

する公開研究会では、校種をこえて、授業について意見交換する姿が見られるようになってき

ており、同じ町の教職員が担任力を磨きあう場として、公開研究会の一層の充実を図ります。 

・ 国がめざす教育の方向性をおさえ、子ども達の学力向上と直結した学校研究を推進します。

日常のＯＪＴによって担任力を磨きあう教職員集団をめざします。 

 

主要施策（４）子どもや学校を支える会計年度任用職員の配置と研修の充実 

・ 本町では、小中学校に学力向上を目的にした学習支援員、不登校を減らすための教育相談専

門員、特別支援学級講師等を配置し、幼稚園においては保育補助員等を配置してきました。 

子ども達一人一人の力を伸ばすために、これらの会計年度任用職員の配置を継続していきま

す。研修を工夫し、会計年度任用職員の質的向上を図ります。ＴＴ指導法研修会、教育相談研

修会、特別支援教育に関わる研修会等を、現場のニーズを把握しながら実施します。 

  

主要施策（５）勤務体制や事務処理等の見直しによる教職員の働き方改革の推進 

・ 教職員の働き方改革のために、事業の精選をするとともに、効率的、合理的な勤務体制や事

務処理等を検討していきます。これまでも部活動指導員※３５の配置や、指導要録の電子化等、

学校現場のゆとりを生みだす努力をしてきましたが、さらに教職員の健康や心身のゆとりに配

慮していきます。 

・ 教職員の健康を守るために適切に健康診断（再検査）を受診することを推進します。 

評価指標 

   指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（Ｒ７） 

「研修所の研修の充実と教育課題の共有化」 

教職員のＡ評価の割合 

（庄内町教職員アンケート） 

幼稚園 ４２．１％ ６０．０％ 

小学校 ５１．４％ ６５．０％ 

中学校 ６４．３％ ６５．０％ 

健康診断（再検査）受診率 ７８．３％ １００．０％ 
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学校教育 

学校教育を支える施設・教育環境の充実 基本方針９ 
 

現状と課題 

○ 幼稚園・小中学校の施設環境の整備 

学校施設は、子ども達が一日の大半を過ごす学

習や生活の場であるため、安全で快適な空間とし

て維持していくことが大切です。これまで、耐震改

修とあわせ大規模改修を実施し、その後に、トイレ

改修や空調設備の設置などを行ってきました。し

かし、本町の学校施設は、小学校が昭和３０年代か

ら５０年代にかけて建設され、特に老朽化が進ん

でいることから、維持管理や修繕等に多額の費用

が必要になっています。 

 

○ 校内ネットワーク環境の整備 

学校における高速大容量のネットワーク環境を

整備し、普通教室・特別支援教室等へのアクセスポ

イント（無線ＬＡＮ）を設置します。また、児童生

徒に１人１台端末を導入することから、今後は運用

面の具体的な整備が必要です。 

 

○ 学校施設長寿命化計画※３６の策定と推進  

令和２年度に策定する「学校施設長寿命化計画」の策定内容に沿った施設整備が求められます。本計

画では、さらに減少する園児、児童生徒の推移と、「学校施設適正規模・適正配置検討委員会」の意見を

反映し、持続可能な将来ビジョンを示す必要があります。 

 

○ 幼稚園・小中学校の適正規模・適正配置の検討 

「学校施設適正規模・適正配置検討委員会」による保護者等の意見を反映し、将来を見据えた持続可能

な施設整備が求められます。本町は、公民館、幼稚園と小学校が隣接し、地域と連携した事業を行ってい

ることから、学校がコミュニティの核として大切な役割を担っている現状を踏まえ、地理的要因・地域事

情に配慮し進める必要があります。 

 

基本方針の意図 

◎ 子どもの安全安心な教育環境の維持整備を図ります。 

◎ 子ども達一人一人の創造性を育む教育ＩＣＴ環境を整備します。 

◎ 「学校施設長寿命化計画」の推進を図ります。 

◎ 学校施設の適正規模・適正配置検討委員会の意見を反映し持続可能な施設整備を実現します。 

 

 

 

校  名 築年度 
耐震改修 

終了年度 
備  考 

狩 川 幼 S56 － 空 

余 目 第 一 幼 S54 H22 空 

余 目 第 二 幼 S53 H25 空 

余 目 第 三 幼 S53,55 H22 空 

余 目 第 四 幼 S53 H24 大､空 

立 川 小 S48～49 H21 大､ト､多､空､情 

余 目 第 一 小 S39,S41 H23 大､ト､空､情 

余 目 第 二 小 S39～41 H24 大､ト､多､空､情 

余 目 第 三 小 S39～41 H23 大､ト､多､空､情 

余 目 第 四 小 S41,51,H22 H25 ト､空､情 

余 目 中 S62,H22 － 多､エ､空､情 

立 川 中 H7 － 多､空､情 

凡例 －：新基準（耐震補強不要） 大：大規模改修 ト：洋式化等  

多：多目的トイレ 空：空調設備 エ：エレベーター 情：無線LAN 

表  大規模改修工事等の実施状況 

(庄内町教育委員会) 
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主要施策の内容 

主要施策（１）幼稚園、小中学校の施設環境の維持整備 

・ 子ども達の安全安心な学習環境を確保するために必要な、施設の維持管理や修繕等を進めていきま

す。 

・ 公立学校施設整備費（学校施設環境改善交付金等）を活用し、計画的な施設環境の整備を行いま

す。特に建設後２０年以上経過した建物を対象とする長寿命化改良事業については、制度の拡充が図

られたため、中学校施設等への活用を検討します。 

・ 建物本体の耐震化は完了しましたが、新たに吊天井や照明器具等の非構造部材の耐震化が求められ

ています。新基準に基づき必要なものについては改修を図ります。 

・ 子ども達が、遊びを通して体力増進を図れるようグラウンドにおける鉄棒等の環境整備を図ります。 

・ 関係機関が連携しながら、通園・通学路点検や施設の巡回、安全点検を実施し、園児・児童生徒の安

全安心の確保を図ります。 

 

主要施策（２）教育ＩＣＴ環境の整備 

・ 新学習指導要領においては、情報の活用能力が、言語能力、問題発見及び解決能力等と同様に「学習

の基盤となる資質・能力」と位置づけられたため、端末や情報通信ネットワークなどの情報手段を適切

に活用するために必要なＩＣＴ環境の整備を図ります。 

・ 災害や感染症の発生による学校の臨時休業等の緊急時においてもＩＣＴの活用により子ども達の学

びを保障できる環境整備に努めます。 

 

主要施策（３）将来を見据えた持続可能な教育環境の整備 

・ 「学校施設長寿命化計画」の策定内容と、「学校施設適正規模・適正配置検討委員会」の検討内容を

基軸に将来を見据えた持続可能な教育環境の整備を進めます。 

・ 余目第一、第二、第三小学校の３校は、昭和３９年から昭和４１年に建設され、平成２２年から平成

２４年に耐震改修工事は行っているものの、建設後５０年以上が経過しているため、施設の老朽化が進

んでいます。また、前期５年間（平成２８年度から令和２年度）で、２７９名の児童生徒数が減少して

おり、今後更なる減少が見込まれる状況です。「将来を見据え学校統合を行うか」、「学校を残しつつ小

規模校の良さを活かした学校づくりを行うか」など検討を深め、活力ある教育環境の実現をめざしま

す。 

 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（Ｒ元） 目標値（Ｒ７） 

幼稚園大規模改修整備率 

大規模改造（老朽、質的整備）法令適合、校内LAN、空調設置、障がい児等対策 など 
３７．１％  ４５．０％  

小学校大規模改修整備率 

大規模改造（老朽、質的整備）法令適合、校内LAN、空調設置、障がい児等対策 など 
６８．５%  ７５．０％  

中学校大規模改修整備率  

大規模改造（老朽、質的整備）法令適合、校内LAN、空調設置、障がい児等対策 など 
３６．８％  ４５．０％  
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庄内町の子ども像イメージキャラクター 
「八郎くん」 

庄内町の子ども像イメージキャラクター 
「椿ちゃん」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
【解説】 
「緑と風と清流の里 庄内町を愛し」  
庄内町は、自然豊かな美しい町です。これは、自然を守り受け継いできたもので、それぞれの時代の人々が自然

を生かしつつ働きかけてきたものです。また、庄内町には、地域に根ざした文化や、「公益」「実直」「謙虚」などの

思想が引き継がれています。  
 苦労と工夫を重ねてきた人々を敬い、自然を愛し、歴史や伝統、気質にふれることは、町に対する誇りと愛情に

つながります。ふるさとを敬愛する心は、子供たちが成長するうえで大切なものです。  
   
「いのちかがやく じょうぶな体をつくります」  

 生命の尊さ、自然環境の大切さを自覚し大事にすることは、生きていく上の根本です。社会の中で、元気に自分

らしく、たくましく生きることを「いのちかがやく」ととらえ、生命を輝かせようと努力する姿を求めました。  
また、「じょうぶな体」には、身体的な健康のほか、心の充実を指し、進んで鍛えようとする意欲、健康に留意し

生活する態度への願いも込められています。  
   
「感謝と思いやりの心を持ち ともに支え合います」  
豊かな人間性は、他との関わりを通じ形成されます。周りに感謝し、相手を思いやる心を持って行動することで、

お互いの関係を望ましい方向に導くことができます。このように人間関係においては、「共に生き、支え合う」「人

を愛し、人に愛される」ことの大切さを実感しつつ、実践していくことが重要です。  
こうした活動で、真心や礼儀を尽くしたり、友情を育んだりといった情操と道徳性が育ち、社会を共に支え、人

や地域のために尽くそうとする意識も高まります。  
   
「目標に向かって あきらめないで やりとげます」  
「つらさや苦しさ、わがままに屈せず、粘り強く最後までやりとげる」経験は自身や自尊感情、達成感を高め、

向上心を持って努力し続けることの糧となり、やがて不撓不屈の気持ちが育ちます。  
また、取り組む内容も、初めは小さな目標だったものが、成長に伴って自己実現や公益に関わる大きな目標へと

発展していくことも期待しています。  
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第４章 今後 5 年間で取り組む基本方針と主要施策              

 

【社会教育】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

南三陸町友好交流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放課後子ども教室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

花いっぱい運動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森森自然塾 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

芸術祭開幕式典（余目少年少女合唱団） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭教育事業 ペンギンの森 
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◆町民幸福度アンケート 

調 査 時 期：令和元年7～8 月 

調 査 対 象：20歳以上75歳以下の町民 

配 付 数：2,000（年齢階層別均等配分による住民基本台帳か

ら無作為抽出） 

有効回収数：1,005（有効回答率50.3％） 

社会教育 

地域社会が一体となり、主体的に紡ぎあう体制づくりの推進 基本方針１ 
 

現状と課題 

○ コミュニティセンター※３７移行後の公民館事業等の在り方について 

 令和２年度現在は、地域づくりと社会教育の融合を図り、地域が自ら考え、自ら行う住民自治活動を支

援する目的で、学区・地区の地域づくり会議等に地域づくり組織活動支援事業、活力ある地域づくり事業、

公民館事業を対象に「元気の出る地域づくりを応援します交付金」を交付しています。しかし、交付金の

会計処理や事業の企画立案、事業当日の運営体制などは、町職員や社会教育推進員が行っているのが実態

で、地域住民が主体となった運営組織の形成が望まれています。また、町では、令和４年度から公民館を

コミュニティセンター化する方向で検討を始めており、この交付金事業についても、コミュニティセンタ

ー移行後の地域づくり事業や公民館事業をどのようにしていくか、財源や事業運営を含めて整理が必要で

す。 

 

○ 特性を活かした活動 

 これまで、公民館は地域住民の学習や地域活動の拠点で

あり、世代をこえた交流の場として、地域の人と人をつな

ぎあい、魅力的な地域を創ることをめざしながら、地域・

公民館の特性を活かした取組みを推進してきました。地域

が活性化することは、町民アンケートにみる（表）「住み

よい」という意識をもつ町民の増加につながる重要な要素

であり、町全体が共通の認識をもち、町民とともに取り組

むことが重要です。また、人口減少や高齢化は、自主防災

活動や日中の消防体制への不安、担い手減少やそれに伴う

住民の負担増などの課題があり、持続可能な地域社会を創

造するためには、社会教育法の枠を超え、公民館をコミュ

ニティセンター化することで、これまで以上に地域と連携

した事業の展開が期待できます。 

 

○ 交流機会の減少が青少年の成長に与える影響 

  かつての地域社会においては、青少年同士や世代間交流等のふれあいの中で、様々なことを学び、成長

してきましたが、今日においては、そのような機会が減少し、特に青少年の成長に少なからず影響を与え

ているといわれています。青少年の社会性を醸成するために、地域社会の活動を活性化し、青少年をとり

まく環境の改善に地域住民が一体となって取り組み、良好な地域コミュニティを形成していく必要があり

ます。 

基本方針の意図 

◎ 地域づくりと社会教育の融合を図り、町民の参画と協働による施設運営を推進します。 

◎ 世代間の交流や人とのつながりを大切にし、自分達の地域を、自分達の手でよくしていくという意識を醸

成します。 

◎ コミュニティセンター化は、地域コミュニティの活動拠点として、サークル・団体活動等による町民の生

きがいづくりや子ども達の居場所としてだけでなく、持続可能な地域社会を創造し施設の活用を推進します。 

表 庄内町は住みよいまちですか。 

区  分 男性 女性 計 

住みよい 26.8％ 29.0％ 27.7％ 

どちらかといえ

ば住みよい 
39.8％ 39.7％ 39.7％ 

どちらともいえ

ない 
19.9％ 20.5％ 20.0％ 

どちらかといえ

ば住みにくい 
9.4％ 7.7％ 8.5％ 

住みにくい 3.4％ 2.0％ 2.6％ 
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主要施策の内容 

主要施策（１）活力ある地域コミュニティ構築の推進 

・ 運動会や各学区・地区の祭り等は、学校、家庭、地域が連携して開催している事業として、多くの地

域住民の参加、協力により取組みを進め、地域全体の活性化につながることから、地域づくり会議等が

主体となった事業運営を推進します。 

・ 子ども達の放課後や休日の活動等に、地域住民の参画と協働を積極的に進め、住民相互の絆を深め、

活力ある地域コミュニティが形成されるよう支援するとともに町長部局と連携し、公民館のコミュニテ

ィセンター移行を検討します。 

    

主要施策（２）地域づくりの主体者の育成と地域力の向上 

・ 「元気の出る地域づくりを応援します交付金」の活用を推進し、地域の実情に応じ、地域住民の意向

を適切に反映した事業の実施と地域課題への主体的な取組みを支援します。 
・ 公民館がコミュニティセンターに移行する場合は、各学区地区の地域が主体となった運営組織が社会

教育事業に円滑に取り組めるよう、元気の出る地域づくりを応援します交付金を見直すとともに、中央

公民館を核とした組織体制の充実と連携を図ります。 

 

主要施策（３）学校・地域が支えあうしくみを再構築し、地域力を高める 

・ 地域と学校が連携、協働し、地域住民や保護者等の参画により地域全体で子ども達の成長を支え、地

域を創っていくという主体的な意識を持ち、庄内町地域学校協働活動推進事業とともにコミュニティ・

スクールの導入と一体的な推進を図ります。 

・ 子ども達が地域や集落の行事に参加しながら、地域の一員としての連帯感を持ち、地域に貢献する活

動を促進します。 

・ 青少年の成長過程に合わせた活動を推進するため、家庭、学校、地域、行政等が連携して取組みを進

め、町青少年育成町民会議における広報紙の発行により、青少年の健全育成を促すための活動やボラン

ティア活動等の情報提供に努めます。 

・ 青少年育成町民会議や青少年関係機関、団体等の共催による青少年育成町民大会の席上、地域で優れ

た青少年活動をしている個人や団体の功労を称えたり、町民同士の積極的なあいさつ運動を推進したり

する等、青少年の健全な育成に向けて社会環境づくりに取り組む住民の意識の高揚を図ります。 

 

主要施策（４）学校と社会教育が一体となった多様な体験活動の展開 

・ 学校と社会教育、地域が連携し、関係団体等の協力を得ながら、花いっぱい・さわやかあいさつ運動

など地域に根ざした体験活動の実施に努めます。 

 

 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（Ｒ元） 目標値（Ｒ７） 

公民館（コミュニティセンター）の指定管理移行数 1 件 7 件 

各学区地区の地域づくり組織が行う事業予算額 10,115 千円 15,000 千円 
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表② 町立図書館利用統計  

町立図書館の来館者数          （人） 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 R元年度 

58,921 51,804 48,749 50,637 50,972 

図書貸出冊数           （冊） 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 R元年度 

72,687 73,623 71,845 74,431 73,741 

社会教育 

町民が共に学び続け、生きがいをもてる環境づくりの推進 基本方針２ 
 
現状と課題 

○ 生涯学習への関心を高めたい 

生涯学習は、自発的に行う学習活動であり、芸術や文化、

趣味、教養、スポーツ等により、町民一人一人の生活が、

心豊かで生きがいのあるものになることをめざしています。     

公民館では、成人を対象に施設や地域の特性を生かして実

施している全町民対象の事業をはじめ、子どもから高齢者

まで各種講座に取り組んでいますが、自分の趣味・娯楽活

動も含め、生涯学習への取組みは、あまり高いとはいえな

い状況にあります。（表①）。 

公民館がコミュニティセンターに移行した際にも地域の実情や意向を反映した学習機会を提供してい

くとともに、学習環境の整備や幅広い分野の情報提供に努め、施設が交流の場、学習の場となり、人と

人との緩やかなつながりを育み、生活の潤いとなることが望まれます。 
 

○ 「庄内町立図書館整備基本計画」の実現に向けた、新たな図書館の整備 

現在の図書館は、老朽化やスペースの狭さに伴う不便さといった施設面の課題と、それらを要因とす

る運営面での課題が取り上げられてきました。特に、近年全国の図書館で導入されている、様々なサー

ビスを館内で長時間楽しむことができる「滞在型の図書館」としての機能が不足していることなどもあ

り町民の図書館離れにもつながっています。 

そのような施設面・運営面での様々な課題解決のため、平成３０年１１月に「庄内町立図書館整備基

本計画」を策定し、「みんなが集い 学び ふれあい つながる図書館」を基本コンセプトとした新たな

図書館の整備事業を進めています。 
 

○ 「庄内町子ども読書活動推進計画※３８」（第三次）への取組み   

第一次計画、第二次計画の９年間の取組みにより、本町

の小中学生の読書量は大幅に増加しました。また、保健福祉

課、子育て支援センター、保育園、幼稚園の積極的な読書活

動により、乳幼児や就園児の親子読書の実態も向上してきて

います。今後は、本推進計画の最終的な目標である「学校・

家庭・地域における日常的な読書習慣の形成」をめざし、家

庭・地域における読書環境・読書活動の充実が課題となっています。 

基本方針の意図 

 

表① あなたは現在、①地域活動、②スポーツ・趣

味・娯楽活動をされていますか。 

 区分 男性 女性 計 

① 
 

活動していない 47.9％ 62.5％ 55.9％ 

活動している 49.9％ 35.1％ 41.6％ 

不 明 2.2％ 2.4％ 2.5％ 

② 
 

活動していない 59.7％ 76.0％ 68.8％ 

活動している 37.6％ 21.4％ 28.5％ 

不 明 2.7％ 2.6％ 2.8％ 

（Ｒ元年度町民幸福度アンケート） 

◎ 町民一人一人が、心豊かに生きがいをもって暮らすために、生涯にわたって学び続ける体制づくりに

努めます。 

◎ 現在の公民館の特色を生かした生涯学習活動を推進し、住民のニーズに応える生涯学習の場の提供に

努めます。 

◎ 学校・家庭（PTA）・地域等が連携し、協力しながら地域社会全体で読書環境づくりを進め、更なる

読書活動の充実をめざします。 

(庄内町教育委員会） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）生涯学習の充実 

・ 地域住民が気軽に参加して、趣味や教養を高めたり、地域の歴史や文化等にふれる学習や社会的な課

題に関する学習機会の提供を推進するとともに、町広報紙、ホームページ等による学習情報の発信に努

めます。 

・ 全町民を対象とした事業をはじめとする施設や地域の特性を生かした事業の展開を支援するとともに、

それぞれのライフステージに応じて学ぶことができるように各種講座等を実施し、多様化していく学習

ニーズに応えていくなど、受講者による自主的な活動を支援します。 

・ 高齢者の学区、地区公民館における健康で明るく生きがいをもって生活していくための学びやお互い

の交流を深める活動を推進します。 

・ これまでの講座の受講者や様々な知識や経験を持っている方を「地域の先生」として、生かせる仕組

みづくりを推進します。 

・ 上述の取組みは、公民館がコミュニティセンターに移行した場合も各学区地区の地域が主体となった

運営組織において、円滑に取り組める支援体制を構築します。 

 

主要施策（２）地域の歴史、文化を知る環境の充実、学習への活用 

・ 亀ノ尾の里資料館、図書館、内藤秀因水彩画記念館や清河八郎記念館等の活用をとおして、郷土の偉

人、自然や風土、地域で培われた文化や歴史に触れる活動を推進します。 

 

主要施策（３）町民の「サードプレイス※３９（第三の居場所）」としての図書館の有効活用 

・ 図書館が、町民にとって自宅や職場・学校に続く、自分にとって心地の良い第三の居場所となるよう、

一人（学習）や集団（研修、交流）に対応する空間づくりや魅力ある事業の開催に努めます。更に、乳

幼児から高齢者、障がい者まで、誰でも優しく受け入れる場として、その役割を果たしていきます。 

・ 「絵のある図書館 本のある美術館」をテーマに、図書館と内藤秀因水彩画記念館の来館者が交流し

憩える空間づくりをめざし、町外からの誘客にもつなげていきます。 

 

主要施策（４）家庭・地域における読書習慣（家読）の定着と推進体制の強化 

・ 「家読」＝子どもの読書習慣形成のため、家族みんなで読書を楽しむ時間を過ごし、読書をきっかけ

に広がるコミュニケーションを大切にしようという活動が、町全体に拡がり、定着化するような取組み

を進めていきます。 

・ 「家読」を推進する機関＝保健福祉課、教育委員会、ＰＴＡ、地域ボランティアの連携の強化を図り、

「子どもに本の楽しさを伝える人」の輪の拡がりをめざしていきます。 

 

 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（R７） 

図書館来館者数 ５０，９７２人 ７５，０００人 

図書貸出冊数 ７３，７４１冊 ９０，０００冊 
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社会教育 

庄内町の自然･歴史･文化を生かした体験の充実と共有化 基本方針３ 
 
現状と課題 

○ 体験活動の重要性 

表①では、約８割が地域の行事等に参加してい

ると保護者は評価していますが、豊かな自然の本

町に生まれ育っても、自然体験の頻度が高いとは

いえない状況にあり、少年教室における感想文で

も 「初めて体験した」という感想が思いのほか

多く見受けられます。また、児童数の減少により、

放課後、地域で一緒に遊ぶ友達がいない状況のた

め、放課後子ども教室で友達と思いっきり遊ぶこ

とを楽しみにしています。子ども達は「体験した

い」と思っていても、なかなかその機会に恵まれ

ていないのではないかと考えられます。子ども達

はテレビやＳＮＳ、ゲーム等の擬似体験や間接体

験に興味が向き、実際の生活体験、自然体験が不

足しがちな傾向にあると思われます。 

社会の変化に主体的に対応していく力や生きる

力を身につけるには、自然や社会の現実に触れる

実体験が重要となります。また、子どもの頃の体

験が、意欲や関心、規範意識につながるといわれ

ており、体験活動の場を提供していく必要があり

ます。 

○ 地域活動の体験と共有化 

立川地域においては、学校、社会教育、地域が連携した協議会を立ち上げ、「花いっぱい・

さわやかあいさつ運動」等を実施しています。 

子ども達と地域住民が共に活動することにより、様々な世代や身近な人の交流が促され、学

校の教育活動が豊かになるとともに、地域が元気になる効果もあり、活動の広がりが望まれま

す。 

また、表②ではボランティア等の活動をしていない人が８割以上おり、「自分から」進んで

行う活動意欲の停滞が懸念されます。 

基本方針の意図 

◎ 自然の恵みを享受する体験だけでなく、風雪等の自然とともに歩む自主的体験活動や生産

的な体験活動の活性化をめざします。 

◎ 自主的な文化芸術体験、地域の文化活動体験等を推進するとともに、成果発表や交流の機

会を積極的に提供できるように努めます。 

◎ 学校教育、社会教育の垣根を越え、社会や地域を支える体験やボランティア活動等の展開

を推進し、交流や絆を深める機会の提供に努めます。  

表① 庄内町の自然にふれ、地域の行事等に参加し

ている。 

＊町内保護者（抽出）が自分の子どもを A～D で評価した結果 

Ａ よくできている  Ｂ 大体できている 

Ｃ 少し課題がある  Ｄ 課題が大きい 

区分 A B C D 

幼稚園 
21％ 52％ 23％ 4％ 

73% 27% 

小学校 
27％ 57％ 14％ 2％ 

84% 16% 

中学校 
15％ 60％ 22％ 3％ 

75% 25% 

（R 元年度「家庭における子どもの姿」に関するアンケート） 

表② あなたは現在、ボランティア・NPO・町民活動を

されていますか。 

活動 男性 女性 計 

活動していない 74.9％ 87.8％ 82.0％ 

活動している 21.9％ 9.6％ 15.0％ 

不明 3.1％ 2.6％ 3.0％ 

（ R 元年度町民幸福度アンケート） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）魅力ある地域体験事業の創造と青少年活動の充実 

・ 大中島自然ふれあい館（森森）周辺における自

然に触れ親しむ体験を中心とする森森自然塾や、

各公民館の少年教室をはじめとする地域の素材等

を生かした文化、体験活動の充実に努めます。 

・ 子どもの放課後の活動を支援するため、地域住

民の協力を得て、放課後子ども教室を実施するこ

とで地域住民と学年の枠を超えた児童の相互交流

や自然体験、文化活動等の充実を図ります。 

・ 郷土への誇りと愛着を育むため、ふるさとの自

然や風土、文化を体験する機会や歴史や偉人を学

ぶ機会の提供に努めます。 

・ 地域づくりや交流を広げることをめざした自主

的な参加による地域特有の文化の保存と継承活

動、地域の祭りや行事等の多様な活動を支援しま

す。 

・ ボランティア活動への主体的な参加をとおし

て、お互いに協力して成し遂げることの喜びと達

成感、共に支えあい学びあいながら、他者を思い

やる心や協力し認めあう心を育むことをめざし、

ボランティア活動の機会の提供と啓発に努めま

す。 

 

主要施策（２）国内交流事業による交流と自然体験の充実 

・ 友好町である南三陸町の青少年と交流し、ふれあいを深めるとともに、異なる自然や生活、

文化等に接し、豊かな感性やたくましい想像力を育むように努めます。 

・ 南三陸町との小学生国内交流事業を通じて、小学生のみならず、本町の中高生ボランティア

がボランティア活動へ主体的に参加し南三陸町のジュニアリーダーと交流することで達成感の

高揚とスキルアップをめざします。 

 

表①南三陸町との国内交流事業への参加人数 

年度 小学生 
中高生 

（ボランティア） 
会場 

H27 37 9 南三陸町 

H28 22 17 庄内町 

H29 29 11 南三陸町 

H30 26 17 庄内町 

R 元 32 6 南三陸町 

表② Ｒ元年度中高生ボランティア登録数 

登録公民館 中学生 高校生 

狩川 9 1 

立谷沢 1 1 

清川 0 1 

余目第一 31 1 

余目第二 3 5 

余目第三 5 34 

余目第四 12 4 
 

 

評価指標   

指 標 項 目 現状値（Ｒ元） 目標値（Ｒ７） 

大中島自然ふれあい館の利用件数 ２１件 ２５件 

放課後子ども教室の実施学区数 2 学区 5 学区 

中学校生徒数に占めるボランティア登録者の割合 １１％ ３０％ 
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社会教育 

教育の土台は家庭教育であることを広め、地域と 

連携した家庭教育力の向上 

基本方針４ 

 

現状と課題 

○ 家庭教育をとりまく環境 

現代は、核家族化や両親共働きなどにより子どもが一人になる時間が多い状況の中、スマート

フォン等の普及により、これまで以上にインターネットとの距離が近くなり、幼い頃からインタ

ーネットを活用し、情報を得るようになった一方で、依存症やネット上でのトラブル等が問題と

なっています。各家庭の事情があり、一概には言えませんが、ＰＴＡあるいは地域としてできる

ことを考えて行動していくことが求められています。「これは家庭のこと」、「これは学校のこ

と」となりがちな状況にはありますが、学校、ＰＴＡ、地域が連携しながら、子ども達の発達段

階に合わせて健やかに育つ環境を整えていくことが求められています。 
 

○ しつけの基本は家庭から 

家庭は、生活習慣や社会規範等、社会で自立するための適応力を子どもが身につける場として

大切な役割を担います。親が子どもの気持ちを受けとめ、認めることにより、子どもに安心感、

自尊感情、自己肯定感が育まれます。また、子どもと向きあい、落ち着いて話をすることによっ

て、善悪の区別、感情の表出や抑制等の生きていくうえで必要なことを学ばせることができるな

ど「家庭教育は教育の土台」であり、その大切さを啓発することが必要です。また、学校や地域

は、家庭における読書習慣、「家読」の大切さの

啓発や家庭教育に関する学習機会の提供を通じ

て、安心して子育てに取り組むことができるよ

う支援する役割を担うことが望まれます。 
 

○ 家庭の中での悩みに対する町の支援 

多くの保護者が積極的に子育てに取り組もう

とする一方で（表）、子どもへの接し方、しつけ

方、子どもとのあそび方等の子育ての方法が分か

らない、家庭内での子育てへの考え方が異なるな

ど、多くの悩みをもっているようです。悩み事を

スクールソーシャルワーカーなど相談できる方

や関係機関につなぐ役割を担うことも必要です。 

 

基本方針の意図 

◎ 「しつけの基本は家庭である」という自覚の高揚を促し、子ども達の個々の発達段階を意識

した家庭の教育力の向上をめざします。 

◎ 町の教育や子育て支援のネットワークづくりの大切さを啓発します。 

◎ 「家読」の大切さを啓発し、広く実践されることをめざします。  

表 家庭教育や、家庭でのしつけに積極的に取り組んで

いる。 

Ａ よくできている  Ｂ 大体できている 

Ｃ 少し課題がある  Ｄ 課題が大きい 

区分 A B C D 

幼稚園 
22％ 57％ 20％ 1％ 

79% 21% 

小学校 
19％ 64％ 16％ 1％ 

83% 17% 

中学校 
17％ 56％ 26％ 1％ 

73% 27% 

（R 元年度「家庭における子どもの姿」に関するアンケート） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）子育て支援ネットワークづくりの推進とメディア利用における連携した取組み 

・ 保護者や地域のネットワークづくりに努め、個々の家庭だけでなく、地域と連携し、町全体

の家庭教育力の向上を図ります。 

・ 学校とＰＴＡが連携して家庭でのインターネットにつながるスマートフォン、タブレット、

ゲーム機等の使用について、地域でのルールづくり等、子ども達をとりまく環境の整備を支援

します。 

 

主要施策（２）規範意識、思いやり、助けあいの意識の醸成 

・ 地域、学校、ＰＴＡ、家庭が一体となって進めている「笑顔で元気なあいさつ運動」を支援

し、「早寝早起き朝ごはん」の心がけの大切さを啓発するなど、地域の中での規範意識の醸成を

図ります。 

・ 「大人が変われば子どもも変わる」といわれるように、まず大人から率先して手本を示し、

社会生活における規範意識や人を思いやる心の大切さ等の啓発に努めます。 

 

主要施策（３）「しつけの基本は家庭から」という自覚の高揚を図る 

・ 「家庭教育は教育の土台である」という気運を町民に広げることに努めます。 

・ 家庭のくらしの中でしつけや基本的生活習慣を身につけたり、自主性や自立性を育む力を高

めるための取組みを推進します。 

 

主要施策（４）発達段階に応じた家庭教育の実践を促す支援と家読の推進 

・ 家庭教育力向上のための学習機会の充実を図るとともに、地域の身近な情報交換や交流の機

会の提供に努めます。 

・ 子育て応援課と連携し子育てに悩む親が子育てを学び、情報交換する機会の提供に努めます。 

・ 子ども達の成長にあわせ、乳幼児期から絵本の読み聞かせや絵本の楽しさを伝える活動を通

して、豊かな感性や思いやりの心を育み、本に親しむ環境づくりにつなげます。 

・ 「庄内町子ども読書活動推進計画（第三次）」を進めるに当たって、家庭における親子読書の

取組みの重要性を啓発し、読書習慣を共有し、家族の絆を深めるように、学校、家庭（ＰＴＡ）、

地域等と連携して「家読」を推進します。 

 

評価指標   

指 標 項 目 現状値（Ｒ元） 目標値（Ｒ７） 

保育園・幼稚園における保護者の家庭教育事業への参加人数 ７３８人 ８００人 

小中学校における保護者の家庭教育事業への参加人数 ３６４人 ４００人 

家読（家での読書、読み聞かせ、親子読書、本に関わる会話等）がで

きた家庭 
－ 

幼・小・中における

全家庭の 70％ 
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社会教育 

交流を通して美しさや愛を育む文化活動の推進 基本方針５ 
 
現状と課題 

○ 文化芸術の観賞・発表機会の充実 

響ホール事業推進協議会が実施する自主事業等によ

る鑑賞機会の提供や庄内町芸術祭等の開催、町内の小

中学校の響ホールでの芸術鑑賞教室や文化祭の開催等、

気軽に文化芸術に触れることができる環境整備に努め

ています。また、内藤秀因記念水彩画公募展が令和２

年度で終了することから、代替の事業について検討す

る必要があります。 

 

○ 指定管理者制度※４０による響ホール運営 
平成２８年度から響ホールは指定管理者制度へ移行し、令和３年度から第２期目の運営を予定

しています。近年、近隣自治体に大規模な芸術ホールが完成したことも影響し、利用者数は減少

傾向にあります。今後の利用者拡大に向け、第 1期の総括を綿密に行い、運営方法等の見直しを

行う必要があります。 

 

○ 内藤秀因水彩画記念館の活性化 
内藤秀因水彩画記念館では、季節やテーマ性を生かした収蔵品の展示、町民ギャラリー的に活

用した特色ある特別展の開催等により、文化芸術に親しみ、より多くの方に来館してもらえるよ

うに努めています。内藤秀因画伯については、展示紹介とあわせ情報発信していますが、十分に

浸透しているとはいえず、広報活動の強化が重要になっています。また、収蔵作品の適切な保存

と維持管理に努めていく必要もあります。 

なお、図書館整備事業において、第２・第３収蔵庫を、特別・常設展示室として改修し、令和

４年度のリニューアルオープンに向け、整備を進めていきます。 

 
○ 伝統文化の保存伝承と後継者の育成 

伝統文化や民俗芸能を保存、伝承するため、庄内町民俗芸能保存伝承協議会が設立されていま

す。毎年各地域の例祭等で奉納されている民俗芸能は、地域社会の就労形態の変化、少子高齢化

の進行や人口減少により、後継者不足や資金不足等が生じており、各保存会とも継承することが

難しい状況になりつつあります。地域住民が地元に残る民俗芸能の魅力を再認識し、存続に努め

るとともに、同協議会等と連携し課題解決に向けた取組み等について検討することが必要です。 

 
基本方針と意図 

◎ 子どもから大人まで誰もが文化芸術に親しみ、文化的な環境の中で生きる喜びを感じ、愛

を育んでいくことを町の活力とし、人と人とのつながりや新たな交流への拡大を図ります。 

◎ 地域に残る伝統文化や民俗芸能を後世に伝えていくことは、郷土への愛着と誇りを育むこ

とととらえ、その活動をとおして地域コミュニティの活性化をめざします。 

 

 

表 響ホールの利用者（件）数 

年度 利用者数 利用件数 

H27 68,152 人 2,117 件 

H28 62,508 人 2,080 件 

H29 69,272 人 2,101 件 

H30 56,830 人 1,983 件 

R 元 58,244 人 1,933 件 
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主要施策の内容 

主要施策（１）子どもから大人まで生き生きと文化に親しむ、文化力の向上 

・ 子どもから大人まで文化を創造するための環境づくりを進め、町民主体の文化芸術活動の促

進や魅力ある文化芸術にふれあう機会の提供に努めます。 

・ 内藤秀因水彩画記念館においては、収蔵品の展示や特別展、絵本原画展等の充実により、身

近に芸術に親しむ環境や収蔵品の保存環境の整備に努めます。 

・ 内藤秀因水彩画記念館を町内外の芸術家の作品の発表の場として提供し、芸術の発信拠点と

しての機能をめざします。 

・ 内藤秀因画伯についての調査・研究を進め、より内藤秀因への理解が深まるような取組みを

進めていきます。 

・ 内藤秀因水彩画記念館改修後は、特別展示室において、作家によるワークショップを開催す

るなど、作品展示と連動させた事業も開催し、より多くの誘客を図ります。 

主要施策（２）町民主導の響ホールの運営 

・ 指定管理者制度の導入により、町民主動による響ホールの管理運営が進められ、響ホールを

会場に文化芸術事業が開催されています。これまでのノウハウを生かしながら、町民に親しま

れる施設の運営と魅力ある文化活動の実施を支援します。 

主要施策（３）響ホール等を活用した幼稚園、小中学校の文化活動の充実 

・ 子ども達が響ホールの舞台で発表する機会の充実に努めます。また、美術作品の展示や各種

イベントに参加することにより、文化活動の楽しさやすばらしさを経験し、感受性、表現力の

育成を図りながら、自信や達成感につなげます。 

主要施策（４）郷土に誇りをもつ伝統文化、伝承活動の支援 

・ 民俗芸能の継承は、地元に対する愛着を深めるとともに、まちづくりへの参加意識を育てる 

 貴重なものであり、地域コミュニティを深める場としての役割も担っています。民俗芸能を継 

 承するため、町の交付金や各種助成金等の活用を周知することで活動を支援します。 

・ 町で保存する映像のデジタル化や踊りの所作等の映像記録を進めるとともに、庄内町民俗芸

能保存伝承協議会と連携し、発表の場の提供や情報交換、情報発信に努め、後継者の育成を支

援します。 

主要施策（５）庄内地区における文化交流の推進 

・ 庄内地区の文化交流により、多彩なジャンルの鑑賞機会や体験機会が得られる等の相乗効果

や新たな発見が期待されることから、庄内地区の他市町と連携しながら具体的な文化交流がで

きるように働きかけを行います。 

 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（R７） 

響ホール利用者数 ５８,２２４人 ７０，０００人 

響ホール利用件数 １,９３３件 ２，２００件 

芸術祭出演（出展）者数 ９５２人 １，１００人 

芸術祭来場者数 ４,７５６人 ５，５００人 

内藤秀因水彩画記念館来館者数 ５，２５７人 ８，０００人 
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社会教育 

豊かな自然･人や施設を活かし、健康と生きがいを

つくる生涯スポーツの推進 
基本方針６ 

 
現状と課題 

○ 社会体育施設（スポーツ施設）の充実 

社会体育施設は、平成２８年度から一部施設が指定管理

者制度へ移行し、八幡スポーツ公園を中心に町民の生涯各

時期に適応したスポーツ・レクリエーション活動の推進や

様々な種目の競技力向上に寄与し、各種大会等の開催によ

り、多くの方が利用しています（表①）。現在、教育委員会

が管理運営している施設の指定管理者制度への移行を含

め、更なる気軽で多様なスポーツ等を楽しめる環境づくり

が一層求められます。 

○ 中学校運動部及びスポーツ少年団活動が活発 

本町の小学生のスポーツ少年団単位団への加入率は、県

内で上位に位置し（表②）、中学校の運動部等では、中体

連等の主要な大会で県大会へ進出する生徒の割合が県内

でも高く、学校や地域指導者、保護者の協力のもと、熱心

な指導の賜物であると思われます。しかしながら、「過度

な活動による子どもの心身の疲弊」など様々な問題が顕在

化してきたため、小中学生を対象とした健全育成のための

スポーツ環境を整えるために配慮すべき事項を「庄内町 

小中学生のスポーツ活動ガイドライン」として定め、令和元年度から運用しています。 

○ 総合型地域スポーツクラブ 

総合型地域スポーツクラブ「コメっち＊わくわくクラブ」は、平成２８年度までをピークに会

員数が増加していましたが、近年は会員数が減少傾向にあります（表③）。そのため、クラブの

自立及び発展的存続を促しながら、支援していく必要があります。 

○ 健康増進のためのスポーツ活動の推奨 

健康増進を図るためには、スポーツ活動を習慣化させることが大切です。本町は、スポーツ活

動を行う施設環境や機会等が比較的整備されていることから、指定管理事業としてチャレンジデ

ー、体力テスト、スポレク in しょうない等の実施により町民のスポーツ活動への関心を高めて

いく必要があります。 

 

基本方針の意図 

◎ 豊かな自然や豊富な人的資源、特長ある施設を活用し、子どもから高齢者までそれぞれに適

応した様々なスポーツ活動を展開します。 

◎ スポーツ・レクリエーション活動をとおして、健康増進を図り生きがいづくりにつなげます。 

◎ 子ども達が、スポーツ活動をとおして自信を持ち、感動を味わい、仲間や指導者、保護者と

のつながりを感じられる心を育みます。 

 

表① 八幡スポーツ公園（6施設）の利用者数 

年度 利用者数 

H27 183,006 人 

H28 194,600 人 

H29 209,034 人 

H30 194,652 人 

R 元 199,595 人 

 

表② スポーツ少年団への加入率 （小学生のみ） 

年度 
庄内町 庄内地区 山形県 

団員数 
加入率

（％） 

加入率

（％） 

加入率

（％） 

H27 505 人 47.06％ 35.59％ 27.6％ 

H28 506 人 47.83％ 35.39％ 27.4％ 

H29 450 人 44.60％ 35.00％ 26.0％ 

H30 482 人 47.82％ 34.87％ 25.3％ 

R 元 464 人 47.59％ 34.90％ 26.4％ 

（山形県スポーツ少年団登録関係資料） 

 

表③ コメっち＊わくわくクラブの会員数の推移 
年度 会員数 前年比 

H27 422 人 +14 

H28 457 人 +35 

H29 377 人 -80 

H30 356 人 -21 

R 元 349 人 -7 
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主要施策の内容 

主要施策（１）健やかに生きる生涯スポーツ構想の策定と町民のスポーツ活動の推進 

・ 健康と生きがいをつくる生涯スポーツの推進、競技力の向上、施設管理の在り方等、本町

及び町民の社会体育とスポーツ活動を推進していく道標となる「庄内町スポーツ推進計画」

の策定に努めます。 

・ 関係機関や団体と連携し、スポーツに親しむきっかけとなるスポーツ少年団活動をはじ

め、年齢や性別、体力に適応した活動を行う意義を町ホームページや広報等を積極的に活用

して町民に広く情報発信するとともに、令和３年度からは、チャレンジデーに参加すること

によりスポーツ・レクリエーション活動への関心を高めていきます。 

 

主要施策（２）各種スポーツの競技力向上の支援 

・ 学校やスポーツ協会、各種目団体等が連携し、競技力の向上を目的とした各種大会や講習会

等の開催に努めます。 

・ 学校、保護者、スポーツ少年団本部等との連携を図り、スポーツをする喜びや楽しさ、適切

な生活リズムをつくるための年齢に応じたスポーツ活動を推進します。 

 

主要施策（３）庄内町小中学生のスポーツ活動ガイドラインの更なる浸透 

・ 「庄内町小中学生のスポーツ活動ガイドライン」を中心とした３つのガイドライン（各中学

校部活動ガイドライン、スポーツ少年団本部ガイドライン）については、学校・家庭・地域の

連携を強化して、更なる浸透を図ります。 

・ 部活動地域指導者研修会の参加率を高め、試合結果にとらわれず、学校の教育方針のもと、

子ども達の心身の成長や人格を育てるスポーツ指導者の育成をめざします。 

 

主要施策（４）町民主体の社会体育施設の運営と総合型地域スポーツクラブ自立の支援 

・ クラブのこれまでのノウハウを生かし、社会体育施設の管理運営を一体的に行い、町民と行

政の協働による地域運営及び関係団体との連携によるスポーツ活動の充実をめざします。 

・ 関係機関や団体と連携し、地域や施設の特長を生かした各種事業の開催に努めます。 

・ 魅力あるメニューづくりをはじめとするクラブの会員を増やす取組みや企業との交流を進

める等、自主財源を確保する取組みを支援します。 

 

 

評価指標                

指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（R7） 

社会体育施設の利用者数  ２５７,５４４ 人 ２７０,０００ 人 

 内ほたるドームウォーキングコース利用者数 １４,１９５ 人 １５,０００ 人 

 内八幡スポーツ公園６施設の利用者数  １９９,５９５ 人 ２１０,０００ 人 

 内町外からの利用者数  ６２,５２６ 人 ７０,０００ 人 

町内スポーツ少年団加入率 ４７.５９ ％ ５０.０ ％ 

総合型地域スポーツクラブ会員数 ３４９ 人 ５００ 人 
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社会教育 

豊かな文化財の保全と継承の推進 基本方針７ 
 
現状と課題 

〇  文化財は町の宝 

  本町には国指定天然記念物の月山をはじめ、県・町指定文

化財が１１４件あり、現状の把握や町所有天然記念物である

樹木の管理を行うとともに、指定文化財で修復等必要な場合

は、経費について所有者へ補助金を交付するなど、町の宝と

して保全し観光等でも活用されるよう努めています。平成２

９年に六渕砂防堰堤と瀬場砂防堰堤※４１が国の登録有形文化

財（建造物）に、北楯大堰が世界かんがい施設遺産※４２に登録

され町の観光資源としても今後の活用が期待されます。 

町内には、まだ掘り起こされていない文化財や古文書等も

あることから、その保全と継承を推進するため、今後も調査

研究が必要となっています。 

  

〇  資料の展示公開  

  歴史民俗資料館は、令和元年度から事前予約による公開の

みの対応としています。歴史民俗資料館と亀ノ尾の里資料館

は、収蔵品及び公開資料に類似しているものも多いことから、

それぞれの資料館を庄内町の資料館として整理統合すること

も視野に入れながら資料の整理を進め、わかりやすく魅力あ

る展示・公開を検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針の意図 

◎ 豊かな自然と、自然を生かした景観を通して歴史や文化を学ぶことにより、ふるさとに愛着を

持ち、ふるさとを誇れる心を育てることをめざします。 

◎ 町の自然や歴史、文化を地域の宝とし、文化財への認識と理解を深め、後世への継承に努めま

す。 

◎ 収蔵資料や個人所蔵資料等の展示を通じて、歴史について考える機会及び学びの場を提供し、 

 文化の薫り高いまちづくりに努めます。 

  

亀ノ尾の里資料館入館者数 

H27 H28 H29 H30 R元 

1,990 人 1,964 人 2,161 人 3,981 人 2,765 人 

 

歴史民俗資料館入館者数 

H27 H28 H29 H30 R元 

194 人 27 人 231 人 182 人 10 人 

※R 元年度から特別展休止。事前予約による公開のみ。 

庄内町指定文化財数 

            令和 2 年 4 月 1 日現在 

指定種別 国 県 町 計 

建 造 物   4 4 

絵   画  1 9 10 

彫 刻   13 13 

工 芸 品  1 17 18 

書   跡   4 4 

典   籍   3 3 

古 文 書   5 5 

考 古 資 料   6 6 

歴 史 資 料  1 14 15 

有 形 民 俗   16 16 

無 形 民 俗   2 2 

史   跡  1 9 10 

天然記念物 1 2 5 8 

計 1 6 107 114 
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主要施策の内容 

主要施策（１）文化財の保全・有効活用と歴史的建造物・景観の継承 

・ 文化財は、その地域の伝統文化や行事等歴史を知るための貴重な資料であり、観光資源でもあり

ます。文化財への認識と理解を深めるため、各関係機関と連携し地域に即した保全、有効活用を推

進します。 

・ 地域で大切にされてきた歴史資料や民俗資料、建造物等の実態把握と調査を進め、貴重なものに 

ついては指定文化財とする等、その保存と有効活用に努めます。 

 

主要施策（２）資料収蔵施設の整備と文化財のデータ化をすすめ、学習への活用を推進 

・ 資料館で収蔵している資料は、集約し、主題別に整理が進められています。今後は、十六合公民

館ホールの収蔵資料を、観覧希望の方に展示資料として公開できるように整理を行うとともに、適

切な保管に努め、収蔵する資料台帳等の整備を推進します。 

・ 台帳のデジタル化の進展により資料管理の利便性が図られることから、地域の歴史や生活文化 

を伝える資料として、学校や社会教育における学習に活用しやすいように情報の提供に努めます。 

 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（R 元） 目標値（R7） 

指定文化財説明板設置数 ４４箇所 ４５箇所 

資料館展示公開への評価 

博物館の設置及び運営上の望ましい基準（平成 23 年12 月 20

日文部科学省告示第 165 号）第４条により、資料館運営協議

会及び来館者、地域住民等の意見を評価とする。 
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社会教育 

社会教育職員の資質向上 基本方針８ 
 
現状と課題 

○ 社会教育を中心とした連携事業の推進                                                             

生涯学習の拠点である社会教育施設は、人口減  令和元年度社会教育関係職員研修参加者数 

少や著しい少子高齢化が進む中、学校、子育て応 

援課をはじめ、関係団体等と連携しながら事業を 

実施することが重要になってきています。 

事業を担う立場にある社会教育職員は、より幅

広い活動の展開が図られるための創意工夫が求め

られるとともに、関係団体や住民同士をつなぎ、

活動を支援していくコーディネート力を高めるこ

とが大切です。 

 

○ 職員研修の必要性 

 職員に求められる資質や力量は、それぞれの施 

設が持っている基本的な役割により異なります。   

また、職員に対する要望も利用者等の学習ニーズ

に対応した運営を図ること、地域や暮らしの中か

らでてくる課題の解決に向け、町民の活動を学習

の面から支援すること、住民同士の交流の場や展

示物、情報を提供すること、相談等に応じること

など多様になってきています。 

そのため、職員に必要な研修を企画し、外部研

修への参加を促すとともに、研修を受講しやすい

職場環境をつくることも大事なことです。 

  

○ 専門的な資格を有する職員   

 図書館や資料館等では、専門資格をもつ司書や学芸員が主たる業務を担い、町民ニーズ等に応

えたサービスの提供に努めています。その専門的な知識を生かしながら、他施設の専門職員との

交流、意見交換などの場を設け、職員相互が学びあえるような関係をつくっていくことも大切な

ことです。 

基本方針の意図 

◎ 学びのコミュニティをつくり広げる力量を持ち、住民から信頼される職員をめざします。 

◎ 学びをとおして町民の参画と協働を広げるため、学習機会の提供と支援に努めます。 

 

 

 

 

内     容 
参加 

者数 

教

育

委

員

会

主

催

等 

社会教育施設等非常勤職員等研修会 20 人 

公民館主事事業担当者会議兼研修会 14 人 

子育て支援・家庭教育講演会  

(子育て応援課・社会教育課共催) 
6 人 

山

形

県

等

主

催 

社会教育関係職員パワーアップセミナー① 

・社会教育、生涯学習基礎講座（概論編） 
4 人 

社会教育関係職員パワーアップセミナー② 

・社会教育、生涯学習基礎講座（実践編） 
3 人 

放課後こども教室指導者研修会 4 人 

庄内地区「地域とともにある学校づくり研修会①」 8 人 

そ

の

他 

山形県社会教育研究大会 

（社会教育委員・公民館長・公民館係長等） 
31 人 

部落公民館連絡協議会研修会 

（部落公民館連絡協議会・社会教育課共催） 
50 人 

子育て応援ネットワーク研修会  

(家庭教育担当者対象) 
４人 

（庄内町教育委員会） 
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主要施策の内容 

主要施策（１）課題意識を持ち、積極的な企画力、実践力を高める 

・ 社会教育施設に配置される職員は、社会教育における基礎的な知識を習得し高める必要があ

ることから、山形県等で実施する社会教育、生涯学習を推進するために必要な基礎的知識、技

能についての研修や実践的な力量を養成する研修等への参加を積極的に推進します。さらに、

職員の社会教育主事有資格者の配置を行うとともに、令和２年度から新設される社会教育士の

配置も検討します。 

・ 町が実施する職員研修への参加、社会教育課が実施する内部研修の充実等に努めるとともに、

日常業務における具体的な課題等については、課内で検討を行う等、職員が共に考え、各々の

職員の力量を高めるため、実践事例による課題検討会等の取組みを推進します。 

 

主要施策（２）進んでコミュニケーションを図り、町民のニーズを感じとる力を養う 

・ 施設利用者や講座等への参加者の「声に耳を傾ける」とともに、「わかりやすく話す」ことを

心掛け、さらには「迅速に対応する」等基本的な対応をしながら、コミュニケーションを大切

にして事業の展開に努めます。 

・ 一人一人の職員が町民との信頼関係をつくることをめざし、相手の身になって考える優しさ 

 と思いやりを持った接遇に努め、町民とともに考え、行動するという意識を醸成します。 

・ 各館で発行する館報等は、地域住民とコミュニケーションを深める手段の一つとなるもので 

あり、紙面の見やすさ、わかりやすさを心がけながら、町ホームページの活用とあわせ、地域

や社会教育事業の情報提供に努めます。 

    

主要施策（３）事業評価や施設運営評価の活用 

・ 町民に学習の継続や発展を促すうえで、学習への参加そのものがもつ楽しさや達成感、参加 

者数等の数値的な評価等も大切ですが、事業を適切に評価することも必要になります。公民館

がコミュニティセンター化されたとしても、社会教育事業については、町の事務事業評価や実

務的専門家による外部評価等について継続して実施します。また、教育委員会による事業評価

において施設の運営の状況の評価を行い、運営の改善を図るとともに、地域住民・利用者等と

事業に関する理解を深めながら連携及び協力の推進に資するため、施設の運営状況に関する情

報の提供に努めます。 

 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（Ｒ元） 目標値（Ｒ７） 

社会教育関係職員及び指定管理施設職員研修開催回数 

（庄内町教育委員会社会教育課主催・共催） 
２回 ４回 

社会教育主事配置数 ０人 １人 

 
 
 

－47－



社会教育 

社会教育を支える施設、設備の充実 基本方針９ 
 
現状と課題 

○ 図書館の整備 

現在の図書館は、建設から４０年余りが経過し、

老朽化やスペースの狭さといった課題が指摘されて

おり、平成３０年度に策定された「庄内町立図書館

整備基本計画」を基に、令和元年度は基本設計、令

和２年度は実施設計を行い、令和４年度内の新図書

館開館をめざしています。この整備事業の中では、

内藤秀因水彩画記念館の改修も実施します。展示ス

ペースを拡大し、より多くの作品との出会いが演出

できるよう、整備を進めていきます。 

 

〇 町立武道館の老朽化 

昭和４９年３月に竣工された庄内町武道館は、耐

震性が低く、雨漏りや床の剥がれ等施設の老朽化が

著しくなっています。そのため平成３０年度に「庄

内町複合型屋内運動施設（仮称）整備基本計画」を

策定しましたが、財政的な問題もあり、今後の整備

については慎重に進めていく必要があります。 

 

○ 社会教育施設、社会体育施設の長寿命化、適正配置 

 が急務 

社会教育施設や社会体育施設は、その多くが災害

時の避難施設として指定されているものの施設の老

朽化が進んでおり、その長寿命化も必要となってい

ます。 

また、庄内町は人口一人当たりに対しての公共施設の面積が非常に大きく、今後の施設維持管

理費が大きな負担となります。よって、今後は人口規模、財政規模に適した公共施設の適正配

置が課題となります。 

 

基本方針の意図 

◎ 「庄内町立図書館整備基本計画」に基づき、図書館整備事業を実施します。 

◎ 「庄内町公共施設等総合管理計画」、「庄内町公共施設個別施設計画」に基づき、社会教育施

設、社会体育施設の長寿命化による建て替えコスト削減、適正配置を計画的に実施していきま

す。 

 

 

 

   施  設  名 築年度 
耐震性改修

終了年度 

余目第一公民館 Ｈ2 --- 

余目第二公民館 Ｈ6 --- 

余目第三公民館 Ｈ4 --- 

余目第四公民館 Ｈ4 --- 

狩川公民館 Ｓ50 Ｈ26 

清川公民館 Ｓ53 Ｈ28 

清川体育館 Ｓ31 未実施 

立谷沢公民館  Ｓ44 Ｈ30 

大中島自然ふれあい館 Ｈ2 --- 

総合体育館 Ｓ57 --- 

文化創造館 (響ﾎｰﾙ) Ｈ11 --- 

立谷沢体育館  Ｓ53 未実施 

大中島自然ふれあい館 

屋内運動場 

Ｓ33 未実施 

屋内多目的運動場 Ｈ8 --- 

第二屋内多目的運動場 Ｈ22 --- 

体育センター Ｓ62 --- 

体操センター Ｓ45 未実施 

武道館 Ｓ48 未実施 

十六合公民館 Ｓ56 --- 

町立図書館 Ｓ54 --- 

内藤秀因水彩画記念館 Ｈ4 --- 

亀ノ尾の里資料館 Ｈ4 --- 

歴史民俗資料館 
Ｓ57 

（移築） 
--- 
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主要施策の内容 

主要施策（１）「みんなが集い 学び ふれあい つながる図書館」の整備と有効活用 

・ 「庄内町立図書館整備基本計画」の基本コンセプトである「みんなが集い 学び ふれあい 

つながる図書館」の実現をめざした図書館の整備を進めます。知の拠点とされてきた従来の機

能に加え、新たに利用者の居心地の良さを追求した滞在型図書館の機能や、まちのにぎわいや

住民の交流を生み出す交流拠点としての機能をもつ施設として、再構築していきます。 

・ 図書館と内藤秀因水彩画記念館の併設メリットを活かし、「絵のある図書館 本のある美術館」

をテーマとする空間づくりと運営をめざします。 

 

主要施策（２）町立武道館の老朽化に伴う庄内町複合型屋内運動施設（仮称）の整備 

・ 「庄内町複合型屋内運動施設（仮称）整備基本計画」をベースにしながらも、町の財政状況

も考慮しつつ具体的な検討を進め、その整備を推進します。 

 

主要施策（３）社会教育施設、社会体育施設の長寿命化の推進 

・ 社会教育施設及び社会体育施設について、安全安心な施設として利用できるように「庄内町

公共施設個別施設計画」により、適切な維持管理、施設修繕及び機械設備の老朽化対策等を実

施し、長寿命化を推進します。 

・ 特定の利用者または少数の利用者しか見込めず、老朽化が著しい施設については、「庄内町公

共施設等総合管理計画」に基づき、廃止・統廃合も含め検討する必要があります。 

 
 

評価指標 

指 標 項 目 現状値（Ｒ元） 目標値（Ｒ７） 

社会教育施設及び社会体育施設の廃止または統廃合 ０件 2 件 
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１ 教育基本法（平成18 年法律第120 号） 

 

我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築いてきた民

主的で文化的な国家を更に発展させるとともに、世界の

平和と人類の福祉の向上に貢献することを願うものである。 

我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を重ん

じ、真理と正義を希求し、公共の精神を尊び、豊かな人

間性と創造性を備えた人間の育成を期するとともに、伝

統を継承し、新しい文化の創造を目指す教育を推進する。 

ここに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、我が国

の未来を切り拓く教育の基本を確立し、その振興を図るた

め、この法律を制定する。 

 

第一章 教育の目的及び理念 

（教育の目的） 

第一条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な 

国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心

身ともに健康な国民の育成を期して行われなければな

らない。 

（教育の目標） 

第二条 教育は、その目的を実現するため、学問の自由

を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよう行われ

るものとする。 

一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度

を養い、豊かな情操と道徳心を培うとともに、健やか

な身体を養うこと。 

二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造

性を培い、自主及び自律の精神を養うとともに、職業

及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を

養うこと。 

三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重

んずるとともに、公共の精神に基づき、主体的に社

会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養う

こと。 

四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与

する態度を養うこと。 

五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が

国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会

の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 

（生涯学習の理念） 

第三条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人

生を送ることができるよう、その生涯にわたって、あらゆ

る機会に、あらゆる場所において学習することができ、

その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図

られなければならない。 

 

（教育の機会均等） 

第四条 すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育 

を受ける機会を与えられなければならず、人種、信条、

性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教

育上差別されない。 

２  国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害

の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、教育上

必要な支援を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、

経済的理由によって修学が困難な者に対して、奨学の

措置を講じなければならない。 

 

第二章 教育の実施に関する基本 

（義務教育） 

第五条 国民は、その保護する子に、別に法律で定める

ところにより、普通教育を受けさせる義務を負う。 

２ 義務教育として行われる普通教育は、各個人の有す

る能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎

を培い、また、国家及び社会の形成者として必要とされ

る基本的な資質を養うことを目的として行われるものと

する。 

３ 国及び地方公共団体は、義務教育の機会を保障し、

その水準を確保するため、適切な役割分担及び相互

の協力の下、その実施に責任を負う。 

４ 国又は地方公共団体の設置する学校における義務教

育については、授業料を徴収しない。 

（学校教育） 

第六条 法律に定める学校は、公の性質を有するもので

あって、国、地方公共団体及び法律に定める法人のみ

が、これを設置することができる。 

２ 前項の学校においては、教育の目標が達成されるよう、

教育を受ける者の心身の発達に応じて、体系的な教育

が組織的に行われなければならない。この場合におい

て、教育を受ける者が、学校生活を営む上で必要な規

律を重んずるとともに、自ら進んで学習に取り組む意欲

を高めることを重視して行われなければならない。 

（大学） 

第七条 大学は、学術の中心として、高い教養と専門的

能力を培うとともに、深く真理を探究して新たな知見を

創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、

社会の発展に寄与するものとする。 

２ 大学については、自主性、自律性その他の大学にお

ける教育及び研究の特性が尊重されなければならな

い。 
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（私立学校） 

第八条 私立学校の有する公の性質及び学校教育にお

いて果たす重要な役割にかんがみ、国及び地方公共

団体は、その自主性を尊重しつつ、助成その他の適当

な方法によって私立学校教育の振興に努めなければ

ならない。 

（教員） 

第九条 法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使

命を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、その職責

の遂行に努めなければならない。 

２ 前項の教員については、その使命と職責の重要性に

かんがみ、その身分は尊重され、待遇の適正が期せら

れるとともに、養成と研修の充実が図られなければなら

ない。 

（家庭教育） 

第十条 父母その他の保護者は、子の教育について第一

義的責任を有するものであって、生活のために必要な

習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身

の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重し

つつ、保護者に対する学習の機会及び情報の提供そ

の他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ず

るよう努めなければならない。 

（幼児期の教育） 

第十一条 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の

基礎を培う重要なものであることにかんがみ、国及び

地方公共団体は、幼児の健やかな成長に資する良好

な環境の整備その他適当な方法によって、その振興に

努めなければならない。 

（社会教育） 

第十二条 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会にお

いて行われる教育は、国及び地方公共団体によって

奨励されなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館そ

の他の社会教育施設の設置、学校の施設の利用、学

習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によっ

て社会教育の振興に努めなければならない。 

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力） 

第十三条 学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、

教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚するととも

に、相互の連携及び協力に努めるものとする。 

（政治教育） 

第十四条 良識ある公民として必要な政治的教養は、教

育上尊重されなければならない。 

２ 法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又はこれ 

に反対するための政治教育その他政治的活動をして

はならない。 

（宗教教育） 

第十五条 宗教に関する寛容の態度、宗教に関する一

般的な教養及び宗教の社会生活における地位は、教

育上尊重されなければならない。 

２ 国及び地方公共団体が設置する学校は、特定の宗教

のための宗教教育その他宗教的活動をしてはならない。 

 

第三章 教育行政 

（教育行政） 

第十六条 教育は、不当な支配に服することなく、この法

律及び他の法律の定めるところにより行われるべきもの

であり、教育行政は、国と地方公共団体との適切な役

割分担及び相互の協力の下、公正かつ適正に行われ

なければならない。 

２ 国は、全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向

上を図るため、教育に関する施策を総合的に策定し、

実施しなければならない。 

３ 地方公共団体は、その地域における教育の振興を図

るため、その実情に応じた教育に関する施策を策定し、

実施しなければならない。 

４ 国及び地方公共団体は、教育が円滑かつ継続的に実

施されるよう、必要な財政上の措置を講じなければな

らない。 

(教育基本計画) 

第十七条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関する

施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その

他必要な事項について、基本的な計画を定め、これを

国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の

実情に応じ、当該地方公共団体における教育の振興

のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努め

なければならない。 

 

第四章 法令の制定 

第十八条 この法律に規定する諸条項を実施するため、

必要な法令が制定されなければならない。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

   (平成18 年12 月22 日施行) 
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２ 用語説明 

 

第４章中「※」を付した用語について、説明しています。 
番号 用 語 説      明     《掲載されているページ》 

１ 全国学力・学習状

況調査 

平成１９年度から文部科学省が実施している全国的な調査。子ども達の学力

や学習の状況を把握するために小学校６年生と中学校３年生を対象として

実施している。                    《P12.13.14.15.18.19.20.21.24.26》 

２ キャリア教育 子ども達が大人になっていく過程で、学習や労働を通して自分らしい生き方

を確立していくための手助けとなる教育           《P12.13》 

３ 持続可能な社会 資源や環境が適当に保全され、未来にわたってより多くの人々が豊かな生活

を送ることができる社会                    《P15》 

４ インクルーシブ

教育 

障がいのある子どもを含むすべての子どもに対して，子ども一人一人の教育

的ニーズにあった適切な教育的支援を、通常学級において行う教育 《P15》 

５ 笑顔で元気な 

あいさつ運動 

庄内町商工会が笑顔と元気なあいさつで地域全体を明るく元気にしようと

平成23年度から始めた事業で、商工会のみならず、庄内町、町教育委員会、

町内の保育所・幼稚園や小中高校が一体となり町ぐるみで取り組んでいる。 

          《P15.39》 

６ 立川スタンダー

ド 

１小学校に１中学校という立川地域特有の条件を考慮し、円滑な小中連携と

接続を行う活動                                               《P15》 

７ 余目アソシエー

ション 

余目地域の児童・生徒に「生きる力」を育てることを目的に実施される小中

連携の活動                                                   《P15》 

８ 認定子ども園 幼稚園と保育所の良さを合わせ持ち、幼児教育と保護者に対する子育て支援

の総合的な提供を行う施設                                  《P16.17》 

９ メディアコント

ロール 

子どもあるいは家庭が、テレビ、ゲーム、インターネット、携帯電話などの

メディア接触を自ら主体的にコントロールして健全に活用すること。《P17》 

１０ ＰＤＣＡ 業務プロセスの管理手法の一つで、計画（plan）→実行（do）→評価（check）

→改善（act）という4段階の活動を繰り返し行うことで、継続的にプロセス

を改善していく手法                                        《P18.22》 

１１ ユニバーサルデ

ザイン 

年齢や障害の有無などで特定の人を対象にするのではなく、すべての人を対

象にする考え方                                            《P18.19》 

１２ ＴＴ指導 ティーム・ティーチング指導の略。授業場面において、2 人以上の教職員が

連携・協力して一人一人の子どもや集団の指導の展開をはかり、責任をもつ

指導方法                                               《P18.19.27》 

１３ 習得と探究 習得：基礎的な知識や技能を身につける学習過程 

探求：課題を設定し、その解決に向けて取り組む一連の学習過程   《P18》 

１４ プログラミング 

教育 

プログラミング的思考（プログラミングを行う際に必要となる論理的思考

力）を育てる教育。実践的なプログラミング（プログラミング言語を用いた

コーディングなど）を学ぶものではない。              《P18.19》 
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１５ 探究型学習 思考力・判断力・表現力等を総合的に活用しながら、主体的、協働的に取り

組む学習                                                     《P19》 

１６ 教育研修所（庄内

町教育研修所） 

庄内町の教育振興を図るため、教育関係職員の研修と教育に関する専門的研

究を行う機関                      《P19.26.27》 

１７ ＩＣＴ 情報通信技術の総称。通信技術を使って、人とインターネット、人と人がつ

ながる技術のこと。                   《P19.28.29》 

１８ 情報リテラシー コンピュータをはじめとする情報技術を使いこなすための能力   《P19》 

１９ 特別支援コーデ

ィネーター 

保護者や関係機関に対する学校の窓口として、また、学校内の関係者や福祉，

医療等の関係機関との連絡調整の役割を担う者          《P19》 

２０ スクリーニング すべての子どもを対象として、支援の必要な児童生徒を適切な支援に迅速に

つなぐために行う識別検査                   《P19》 

２１ 児童発達支援セ

ンター 

障害のある子どもや家族への支援を行う専門施設。通所による療育や訓練、

家族への相談支援や保育所などへの訪問支援等を行う。      《P19》 

２２ 総合的子ども支

援体制 

学習支援・特別支援・教育相談・家庭支援の４つの面から総合的に子どもを

支える、庄内町が力を入れて継続してきた子ども支援体制    《P19.21》 

２３ 庄内町小中学生

のスポーツ活動

ガイドライン 

小中学生を対象とした健全育成のためのスポーツ環境を整えるために配慮

すべき事項を「Ａ活動 部活動（学校教育活動）、Ｂ活動 支援クラブ活動（保

護者会練習）、Ｃ活動 その他の活動（生涯スポーツ活動）」の３つの区分に分

けて定めたガイドライン                 《P21.24.42.43》 

２４ スクールソーシ

ャルワーカー 

児童生徒の問題に対し、保護者や教員と協力しながら問題の解決を図る専門

職                                                        《P21.38》 

２５ カリキュラムマ

ネジメント 

学校や園が、カリキュラムの編成、実施、評価、改善を計画的かつ組織的に

進め、教育の質を高めること。                              《P22.23》 

２６ 地域学校協働活

動推進事業 

「学校を核とした地域づくり」をめざし、地域と学校が連携、協働して行う

文部科学省が推奨する活動                               《P24.25.33》 

２７ 学校支援地域本

部事業 

地域ボランティアを募り、学校の必要とする支援を行う事業。地域学校協働

活動推進事業の前身                                          《P24》 

２８ 地域コーディネ

ーター 

地域学校協働活動それぞれの具体的活動の地域リーダー。活動の企画立案や

ボランティア募集、地域と学校の連絡調整等を行う。          《P24.25》 

２９ 放課後子ども 

教室 

地域の大人の協力を得て、子ども達の居場所を確保し、放課後や週末等にお

ける様々な体験活動や地域住民との交流活動等を実施する事業 

      《P24.25.36.37》 

３０ 夢サポート塾 

（庄内町中学生

夢サポート塾） 

学校支援地域本部事業や地域学校協働活動推進事業を活用し、平成 27 年度

から実施している中学生対象の町主催の学習会。学習意欲の向上や地域住民

とのつながり等をねらって実施している。                    《P24.25》 

３１ 学校運営協議会 学校運営への必要な支援に関する協議を行う機関              《P24.25》 

３２ コミュニティ・ 

スクール 

学校運営協議会が設置され、地域と学校が力を合わせて運営に取り組む公立

学校                                                   《P24.25.33》 
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３３ 地域学校協働活

動推進員 

地域学校協働活動の推進役。地域コーディネーターや住民への情報提供や助

言、異なる活動間の連携や地域全体の活動の促進などを担う。     《P25》 

３４ ＯＪＴ On the Job Trainingの略。日常的な職務を通して、必要な知識や技能、意

欲、態度などを、意識的、計画的、継続的に高めていく取組み     《P27》 

３５ 部活動指導員 部活動において、顧問の代わりに単独で指導・引率ができる指導者。平成２

９年の法改正によって、新たに制度化された学校職員           《P27》 

３６ 学校施設長寿命

化計画 

「庄内町公共施設等総合管理計画」に基づき、学校施設等の長寿命化に向け

た取組を推進するため、庄内町としての行動計画を策定したもの《P28.29》 

３７ コミュニティセ

ンター 

地域の住民やグループが様々な目的で集まることができ、域づくりの拠点と

なる公共の施設。社会教育法上の公民館と違い、営利活動等でも利用できる。 

《P32.33.34.35.47》 

３８ 庄内町子ども読

書活動推進計画 

国の「子どもの読書活動の推進に関する法律」、「山形県子ども読書活動推

進計画（第3次）」等を基本とし、庄内町教育振興基本計画の具現化のため、

読書活動の充実と読書習慣の形成をめざしていくための計画    《P34.39》 

３９ サードプレイス アメリカの都市社会学者であるレイ・オルデンバーグが 1989 年に発表した

著書『ザ・グレート・グッド・プレイス』（The Great Good Place）内で提要

した言葉であり、自宅（ファーストプレイス）、職場・学校（セカンドプレイ

ス）でもない、自分にとって心地の良い第３の居場所            《P35》 

４０ 指定管理者制度 公の施設の管理・運営を、株式会社をはじめとした営利企業・財団法人・NPO

法人・市民グループなど法人その他の団体に包括的に代行させることができ

る制度                                                 《P40.41.42》 

４１ 六渕砂防堰堤・瀬

場砂防堰堤 

昭和20年代に施工された砂防堰堤 

平成29年に国登録有形文化財に登録されている。 

玉石コンクリート造り、水通し部分の美しい曲線、当時の高い技術力と熟練

した技によって造られ、現在では復元することが難しく、大変貴重な砂防堰

堤である。                                                   《P44》 

４２ 世界かんがい施

設遺産 

かんがいの歴史・発展を明らかにし、かんがい施設の適切な保全に資するこ

とを目的として、建設から100年以上経過し、かんがい農業の発展に貢献し

たもの、卓越した技術により建設されたもの等、歴史的・技術的・社会的価

値のあるかんがい施設を登録・表彰するもの                     《P44》 
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３ 庄内町教育振興基本計画見直し検討会議委員名簿 

区      分 氏   名 

保護者の代表者 小学校ＰＴＡ代表 荒 木  信 

 中学校ＰＴＡ代表 阿 部 一 道 

 幼稚園保護者代表 小野寺  淳  

地域住民の代表者 自治会長会（余目） 水 尾 良 孝 

 自治会長会（立川） 澁 谷 俊 雄 

幼稚園長会、小中校長会 幼稚園長会代表 長 村 美 緒 

の代表者 小中校長会代表 佐 藤 真 哉 

社会教育委員の代表者、 社会教育委員代表 川 村 昭 三 

学識経験者 学識経験者 齋 藤 直 英 

 

４ 庄内町教育振興基本計画（後期計画）策定に係る経過 

期  日 会議名等 

令和 2年 5 月 25 日 令和 2年第 6回庄内町教育委員会定例会 

令和 2年 6 月 4 日 第 1 回庄内町教育振興基本計画見直し検討会議 

令和 2年 6 月 30 日 令和 2年第 7庄内町教育委員会定例会 

令和 2年 7 月 22 日 第 2 回庄内町教育振興基本計画見直し検討会議 

令和 2年 7 月 31 日 令和 2年第 8回庄内町教育委員会定例会 

令和 2年 8 月 7 日 パブリックコメントの実施（9月 7日まで） 

令和 2年 9 月 25 日 令和 2年第 10回庄内町教育委員会定例会 

令和 2年 9 月 29 日 第 3 回庄内町教育振興基本計画見直し検討会議 

令和 2年 10 月 22 日 令和 2年第 11回庄内町教育委員会定例会 
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庄内町教育振興基本計画（後期計画） 

 

令和２年１０月策定 

庄内町教育委員会 

 

〒999-7781 山形県東田川郡庄内町余目字町１３２番地１ 
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